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はじめに 

電子メールの急速な利用の進展に伴い発生してきたいわゆる迷惑メールの問

題に関しては、総務省では、これまで、３次（第１次：平成１３年１１月～平

成１４年４月、第２次：平成１６年１０月～平成１７年７月、第３次：平成１

９年７月～）にわたり「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」を開催

し、その対応を検討してきた。 

 

その成果は、特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下「特定電

子メール法」という。）の制定（平成１４年４月）、改正（平成１７年５月）と

して結実し、さらに、平成１９年１２月の本研究会中間とりまとめを踏まえ、

平成２０年２月に国会に提出された「特定電子メールの送信の適正化等に関す

る法律の一部を改正する法律案」が、同年５月、衆議院、参議院ともに全会一

致で可決・成立し、同年６月６日に公布された。 

 

本研究会の最終とりまとめは、この特定電子メール法の平成２０年改正を基

盤とする今後の総合的な迷惑メール対策の方向性を示すものとして、とりまと

めたものである。内容としては、特定電子メール法平成２０年改正の概要や総

合的な迷惑メール対策の枠組みを示した上で、①オプトイン方式による法規制

の運用・執行の在り方、②技術的対策の在り方、③電気通信事業者による自主

的な措置の在り方、④利用者への周知啓発・相談体制の充実の在り方、⑤国際

連携の在り方をそれぞれ示し、さらに、これらの対策を有機的に連携させて推

進していくための体制について指摘している。 

 

なお、本最終とりまとめは、平成１９年１２月の本研究会の中間とりまとめ

とは重複を避ける形でとりまとめを行っており、迷惑メール対策に関する総合

的な報告としては、中間とりまとめと本最終とりまとめを併せて参照していた

だきたい。 

 

迷惑メール対策は、総務省をはじめとする政府機関、電気通信事業者、送信

事業者やその委託者及びその関係団体など多くの関係者が取組を行い、利用者

側の協力を得て、始めて有効な対策が実現するものである。本最終とりまとめ

が総務省をはじめとする関係者にとって、今後の迷惑メール対策の指針として

最大限尊重され、迷惑メールの大幅な減少に向けて、実効的な迷惑メール対策

が積極的に推進されていくことを期待する。
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１．総合的な迷惑メール対策の枠組み 

（１）特定電子メール法平成２０年改正1 

① 改正の経緯 

平成１９年１２月２０日の本研究会中間とりまとめを踏まえ、総務省では

「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の一部を改正する法律案」

の策定を行った。同法案は平成２０年２月２９日に閣議決定され、同日国会

へ提出された。この法案は、国会での審議の結果、衆議院総務委員会及び参

議院総務委員会において、それぞれ図１、図２の附帯決議が付された上で、

両院ともに全会一致で可決・成立し、平成２０年法律第５４号として６月６

日公布された（審議経過は図３のとおり）。     

なお、同法は、公布後半年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行されることとなっている。 

 

（図 1：衆議院総務委員会附帯決議） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 2：参議院総務委員会附帯決議） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 平成２０年改正後の特定電子メール法の全文は別紙１を参照。 
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（図 3：特定電子メール法平成２０年改正審議スケジュール） 

付

託

提

案

理

由

説

明

審

議

採

決

付

　
 
 
託

趣

旨

説

明

審

議

採

決

49 2/29 2/29 － 4/21 4/22 4/24 4/24 4/25 － 5/23 5/27 5/29 5/29 5/30

参　　　議　　　院
本

会

議

 
採

決

総　務　委本

会

議

趣

旨

説

明

本

会

議

趣

旨

説

明

特 定 電 子 メ ー ル 法

国

会

提

出

衆 　　議 　　院
総 務 委閣

　
法
　
番
　
号

本

会

議

 
採

決

閣

議

 
 

② 特定電子メール法平成２０年改正の概要 

  改正法は、本研究会中間とりまとめを踏まえ、①オプトイン方式による規

制の導入、②法の実効性の強化、③国際連携の強化、等を主な内容としてい

る。以下、改正内容の概要を説明する。 

 

１）オプトイン方式による規制の導入 

 ア）背景 

従来の規制方式であるオプトアウト方式では、受信者が受信拒否の通

知として電子メールアドレスを通知することが必要であるため、悪質な

送信者に通知を行うと、かえって迷惑メールを招いてしまうという問題

が生じていた。 

また、正当な営業活動の一環として広告宣伝メールを送信する場合に

は既にオプトイン的な運用が大勢になってきていた。 

さらに、海外発の迷惑メールが急増する中、国際連携の強化が必要で

あるが、主要国ではオプトイン規制を採用する国が多くなっており、制

度的な国際的整合性を確保する必要も生じていた。 

こうしたことから、今回の改正によりオプトイン方式による規制が導

入されることとなったものである。 

 

  （図 4：各国のオプトイン導入状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

日本
2002年7月

（オプトアウト導入（世界に先駆け先行導入））

2005年11月

法改正
オプトアウトは変更せず

韓国

2005年3月

電話あてオプトイン導入

オーストラリア

2004年1月(規則制定は8月)

携帯電話あてオプトイン導入

英国
2003年12月

ＥＵ指令に基づきオプトイン導入

ドイツ
2004年7月

ＥＵ指令に基づきオプトイン導入

オランダ
2004年5月

ＥＵ指令に基づきオプトイン導入

米国

2004年4月

オプトイン導入

中国
2006年3月

オプトイン導入

フランス

2004年6月

ＥＵ指令に基づきオプトイン導入
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イ）改正内容 

ⅰ）あらかじめ同意を得た者等に対してのみ送信を認める方式（オプト

イン方式）の導入（第３条第１項） 

現行の規制方式であるオプトアウト方式を見直し、広告・宣伝メー

ルの規制に関し、取引関係にある者への送信など一定の場合を除き、

あらかじめ同意を得た者に対してのみ送信を認めるオプトイン方式

による規制方式を導入した。 

 

    ⅱ）同意を証する記録の保存（第３条第２項） 

      同意を証する記録の保存に関する規定が設けられた。 

 

    ⅲ）受信拒否の通知を受けた場合の送信の禁止（第３条第３項） 

      あらかじめ送信に同意した者等に対し広告・宣伝メールを送信す

る場合でも、受信拒否の通知を受けた場合には以後の送信を禁止す

ることとした。 

 

    ⅳ）表示義務（第４条） 

      広告宣伝メールを送信に当たり、送信者の名称や受信拒否の連絡

先となる電子メールアドレス・ＵＲＬ等を表示することとされた。 

 

    なお、本研究会中間とりまとめの改正法への反映状況は、以下の図５

のとおりである。 

 

（図 5：中間とりまとめの改正特定電子メール法への反映（オプトイン方式による規制の導入）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間とりまとめ（関係部分抜粋）  改正特定電子メール法 
４．法制度の見直しの在り方 

（２）現行のオプトアウト方式の見直し 

 ①現行法の趣旨と施行後の状況 

  法規制の見直しの考え方 

少なくとも受信者側の拒否が推定できるような場合には、本来の立法趣旨

の観点から、現行のオプトアウト方式の見直しを行い、オプトイン的な考

え方を導入することが適当ではないかと考えられる。 

  

③営業活動との関係   

例えば、現行のオプトアウト方式では取引関係のある者は規制の対象外と

されており、こうした点に留意する必要がある。また、企業間（ＢtoＢ）で

広告・宣伝メールを送信する場合についてもオプトイン的な考え方が必要か

どうかについてはさらに検討する必要がある。 

 

④見直しの方向性 

受信者から直接提供された電子メールアドレスを利用する場合は、受信者

にとって送信者が既知であり、オプトイン方式をとる国でも一定の例外をと

っている場合がある。 

 

第三者が受信者の同意を取得している場合には、比較的問題が少ないが、

受信者にとって同意と認識できるような方法で同意取得がなされていない

場合には問題が残ると考えられる。 

 

なお、事前の同意を取得して広告・宣伝メールを送信する場合でも、基本

的に、受信者が拒否の意思表示をした場合には、以後の広告・宣伝メールの

送信は禁止されることが適当と考えられ、これに必要な仕組みも併せて整備

することが必要と考えられる。 

 

  （特定電子メールの送信の制限） 

第三条 送信者は、次に掲げる者以外の者に対し、特定電子メールの送信をしては

ならない。 

一 あらかじめ、特定電子メールの送信をするように求める旨又は送信をするこ

とに同意する旨を送信者又は送信委託者（電子メールの送信を委託した者（営

利を目的とする団体及び営業を営む場合における個人に限る。）をいう。以下

同じ。）に対し通知した者 

二 前号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メール

アドレスを送信者又は送信委託者に対し通知した者 

三 前二号に掲げるもののほか、当該特定電子メールを手段とする広告又は宣伝

に係る営業を営む者と取引関係にある者 

四 前三号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メー

ルアドレスを公表している団体又は個人（個人にあっては、営業を営む者に限

る。） 

２ 前項第一号の通知を受けた者は、総務省令で定めるところにより特定電子メー

ルの送信をするように求めがあったこと又は送信をすることに同意があったこ

とを証する記録を保存しなければならない。 

３ 送信者は、第一項各号に掲げる者から総務省令で定めるところにより特定電子

メールの送信をしないように求める旨（一定の事項に係る特定電子メールの送信

をしないように求める場合にあっては、その旨）の通知を受けたとき（送信委託

者がその通知を受けたときを含む。）は、その通知に示された意思に反して、特

定電子メールの送信をしてはならない。ただし、電子メールの受信をする者の意

思に基づき広告又は宣伝以外の行為を主たる目的として送信される電子メール

において広告又は宣伝が付随的に行われる場合その他のこれに類する場合とし

て総務省令で定める場合は、この限りでない。 

 （表示義務）  

第四条 送信者は、特定電子メールの送信に当たっては、総務省令で定めるところ

により、その受信をする者が使用する通信端末機器の映像面に次に掲げる事項

（前条第三項ただし書の総務省令で定める場合においては、第二号に掲げる事項

を除く。）が正しく表示されるようにしなければならない。 

一 当該送信者（当該電子メールの送信につき送信委託者がいる場合は、当該送信者

又は当該送信委託者のうち当該送信に責任を有する者）の氏名又は名称 

二 前条第三項本文の通知を受けるための電子メールアドレス又は電気通信設

備を識別するための文字、番号、記号その他の符号であって総務省令で定める

もの 

三 その他総務省令で定める事項 
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【参考】オプトイン方式による規制の導入と違法・有害情報対策について 

２．オプトイン方式の導入による効果について

（参考）海外における迷惑メールの内容について

2007年
上半期

出会い系サイトの広告宣伝

７７．９％

アダルト関係の

広告宣伝

１４．９％ ７．2％

その他

１．迷惑メールの内容について

2007年
上半期

商品
２２．０％

金融
２１．０％

医療
２０．０％

その他
３７．０％

商品
２２．０％

○ 迷惑メールの内容に関しては出会い系サイトやアダルト関係の広告宣伝が極めて多い。

注） シマンテック社インターネットセキュリティレポート

（200７年1月～6月の傾向）より。

なお、商品は時計、ハンドバッグなどのブランド品等。

金融は株の購入に関わるもの等。医療はバイアグラ
等も含む薬品等。アダルト関係はその他の中で４％。

○ オプトイン方式を導入した場合、事前の同意がない限り、出会い系サイトやアダルト関係の広告宣伝も含め

迷惑メールの送信は禁止されることになる。

出会い系サイトやアダルト関係の広告宣伝を含む迷惑メール

送信者
受信者受信者から再送信拒否の通知がない限り送信可能

ｵﾌﾟﾄｱｳﾄ方式（現行の方式）

送信者
受信者

×
事前の同意がない限り、送信禁止

出会い系サイトやアダルト関係のものを含む迷惑メール

ｵﾌﾟﾄイン方式（今回導入する方式）

送信者

事前の同意がない限り送信禁止

出会い系サイトやアダルト関係の広告宣伝を含む迷惑メール

ｵﾌﾟﾄイン方式（今回導入する方式）

受信者

×
拒否の通知がされた電子メール
アドレスを悪用するケースも発生  

 

 

２）法の実効性の強化 

ア）背景 

迷惑メール全体の増加が続いており、送信手法の巧妙化・悪質化も進

展していることから、迷惑メール流通の抑制を強化するため、オプトイ

ン方式による規制の導入と併せ、法の実効性を強化する必要があった。 

 

イ）改正内容 

ⅰ）電気通信事業者における役務提供拒否事由の明確化（第１１条） 

送信者情報を偽った電子メールの送信がされた場合に、電気通信事

業者が電子メールサービスの提供を拒否できることを規定すること

とした。 

ボットネットを利用して送信される迷惑メールやフィッシングメ

ールなどの悪質な迷惑メールは、通常、送信者情報を偽った電子メー

ルであり、この規定の創設により、電気通信事業者がこれらのメール

に対して自主的措置を講じることが容易となった。 

 

    ⅱ）電子メールアドレス等の契約者情報の提供を求める規定の創設 

（第２９条） 
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      特定電子メール法の違反者の特定に資するため、送信された迷惑

メールにおける電子メールアドレス、ＩＰアドレス、ドメイン名の

契約者に関する情報提供を総務大臣がプロバイダ等に求めることを

可能とした。ただし、本規定は契約者情報として管理されている電

子メールアドレス等の情報の提供を求めるものであり、本規定に基

づき通信の秘密の保護の対象とされる個別の通信に係る通信記録の

提供を求めることを認めるものではない点に留意する必要がある。 

 

ⅲ）報告徴収・措置命令等の対象の拡大（第７条、第２８条第１項） 

   送信委託者を総務大臣の報告徴収及び立入検査の対象とし、違法な

送信に責任がある送信委託者に対し必要な措置を命ずることができ

ることとした。これにより、送信者が海外にいる場合でも、送信を実

際に指示している送信委託者が国内にいる場合には送信委託者に対

し命令を行うことが可能になった。 

 

ⅳ）罰則の強化（第３５条第２号、第３７条第１号） 

   法人に対する罰金額について現行の１００万円以下を３０００万

円以下に引き上げるとともに、虚偽の報告等についての罰金額を現行

の３０万円以下から１００万円以下に引き上げ、法の抑止力を向上さ

せた。 

 

なお、本研究会中間とりまとめの改正法への反映状況の詳細は、以下

の図６のとおりである。 

 

（図 6：中間とりまとめの改正特定電子メール法への反映（法の実効性の強化）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中間とりまとめ（関係部分抜粋）   改正特定電子メール法 

 

４．法制度の見直しの在り方 

（３）法の実効性の強化 

 ① 送信者にとって迷惑メール送信のコストやリスクが高くなる制度 

   迷惑メールの送信に対する制裁の強化については、諸外国で我が国よ

り重い制裁が効果を上げていると考えられる例もあり、我が国の法制度

全体との整合性の確保を図りつつ、検討する必要があると考えられる。

また、法違反者への捜査や検挙の方法についても、参考にできる事例が

ないかを引き続き調査する必要がある。 

 

② 迷惑メールの受信者にとって、迷惑メール受信の防止のコストやリス

クがより低くなる制度 

 

 ③ 電子メールサービスを提供する事業者にとって、自主的な対策を行い

やすくなる制度 

電子メールサービスを提供する事業者は、フィルタリングサービスの

提供や、OP25B や送信ドメイン認証技術等の迷惑メールの送信を防止す

るための技術の導入、約款等に基づく利用停止等の対策を講じている。

法制度とこれらの事業者による対策が有機的に連携することにより効果

的な迷惑メール対策となるような制度としていくべきである。 

 

④ 法の執行機関にとって、法執行のための措置が円滑かつ機動的にとり

やすくなる制度 

法執行の円滑化のため、契約者情報等の入手に関し電気通信事業者等

の関係者から協力を得ることができることとするなど、より法執行を円

滑にするような制度としていくべきである。 

また、措置命令等に関し、より機動的に実施できるような仕組み（例

えば、送信者の住所氏名が不明の場合にでも対応できるような制度）が

あれば、導入すべきであると考えられる。 

 

その他、迷惑メールの送信に関しては、受信者からの同意の取得や具

体的な送信の指示について、送信を依頼する者が行っている場合もあり、

迷惑メールの送信に関わる者全体に対し関係機関による有効な執行が可

能となるような制度としていくべきと考えられる。 

 

   

（措置命令） 

第七条 総務大臣は、（中略）電子メールの送受信上の支障を防止するため必要

があると認めるときは、当該送信者（これらの電子メールに係る送信委託者が

当該電子メールの送信に係る第三条第一項第一号又は第二号の通知の受領、同

条第二項の記録の保存その他の当該電子メールの送信に係る業務の一部を行

った場合であって、当該電子メールの送信につき、当該送信委託者の責めに帰

すべき事由があると認められるときは、当該送信者及び当該送信委託者）に対

し、電子メールの送信の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

（電気通信役務の提供の拒否） 

第十一条 電気通信事業者は、送信者情報を偽った電子メールの送信がされた場

合において自己の電子メール通信役務の円滑な提供に支障を生じ、又はその利

用者における電子メールの送受信上の支障を生ずるおそれがあると認められ

るとき、（中略）その他電子メールの送受信上の支障を防止するため電子メー

ル通信役務の提供を拒むことについて正当な理由があると認められる場合に

は、当該支障を防止するために必要な範囲内において、当該支障を生じさせる

おそれのある電子メールの送信をする者に対し、電子メール通信役務の提供を

拒むことができる。 

（報告及び立入検査） 

第二十八条 総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、特定電子メー

ル等の送信者若しくは送信委託者に対し、これらの送信に関し必要な報告をさ

せ、又はその職員に、これらの送信者若しくは送信委託者の事業所に立ち入り、

帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

（送信者に関する情報の提供の求め） 

第二十九条 総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、電気通信事業

者その他の者であって、電子メールアドレス又は電気通信設備を識別するため

の文字、番号、記号その他の符号（中略）を使用する権利を付与したものから、

当該権利を付与された者の氏名又は名称、住所その他の当該権利を付与された

者を特定するために必要な情報の提供を求めることができる。 

第三十七条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、そ

の人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 一 第三十四条 三千万円以下の罰金刑 
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３）国際連携の強化 

ア）背景 

迷惑メールの最近の傾向として、海外発のものが急増しており、国

際的な連携強化を含め、対策を講じていく必要があった。 

 

イ）改正内容    

ⅰ）迷惑メール対策を行う外国の執行当局への情報提供規定の創設 

（第３０条） 

   海外発国内着の迷惑メールに関し、送信国における迷惑メール対策

に関する法執行に資するため、迷惑メール対策を行う外国の執行当局

に対し、迷惑メールの送信元の情報等、その職務の遂行に資する情報

の提供を可能にした。 

 

    ⅱ）海外発国内着の迷惑メールが法の規律の対象であることの明確化

（第２条第２号） 

   海外発国内着の迷惑メールの送信が法の規律の対象であることを

明確化した。 

 

     このほか、上記２）イ）ⅲ）措置命令の対象の拡大（第７条）も、    

違法な送信に責任がある送信委託者に対し必要な措置を命ずることを

可能とすることにより、送信者が海外にいる場合においても、違法な

送信を指示している送信委託者が国内にいる場合にはその送信委託者

に対し命令を行うことが可能とするものであり、海外発国内着の迷惑

メール対策として意義をもつものである。 

なお、本研究会中間とりまとめの改正法への反映状況は、以下の図７

のとおりである。 

 

（図 7：中間とりまとめの改正特定電子メール法への反映（国際連携の強化）） 

 
 
 
 
 
 
 
 

中間とりまとめ（関係部分抜粋） 改正特定電子メール法 

４．法制度の見直しの在り方 

（４）国際的整合性・連携の強化 

   国際的な連携を強化し、こうした措置を講じていく上で、我が国として必

要なのは、 

ⅰ）我が国の法制度において、海外発の迷惑メールに関して規制の適用を検

討すること  

ⅱ）我が国において、迷惑メールの送信国側に迷惑メールの送信者情報の提

供等を行うための体制を整備すること 

ⅲ）送信者情報の交換等を行うことについて、外国の迷惑メール対策の主管

庁と調整し、相互主義の観点から、我が国から送信され外国で受信される

迷惑メールに関しても、相手国側から送信者情報の提供等があった場合に

は、我が国の主管庁側で措置をとれるような体制を整備すること 

 

の三点と考えられ、これらの点に対応可能な法制度の見直しを行うことが必

要であると考えられる。 

  （定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

二 特定電子メール 電子メールの送信（国内にある電気通信設備（電気通信事

業法第二条第二号に規定する電気通信設備をいう。以下同じ。）からの送信又

は国内にある電気通信設備への送信に限る。以下同じ。）をする者（中略）が

自己又は他人の営業につき広告又は宣伝を行うための手段として送信をする

電子メールをいう。 

 

（外国執行当局への情報提供） 

第三十条 総務大臣は、この法律に相当する外国の法令を執行する外国の当局（以

下この条において「外国執行当局」という。）に対し、その職務（この法律に規

定する職務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に資すると認め

る情報の提供を行うことができる。 

２～４（略） 
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４）その他（悪質化・巧妙化する迷惑メールへの対応の強化） 

    本研究会中間とりまとめでは、フィッシングメールや、ボットネット

を利用した迷惑メールなど、巧妙化・悪質化する迷惑メールへの対応の

強化について対応を求めてきた。 

    改正法では、第１１条の規定により、送信者情報を偽った電子メール

の送信がされた場合に、電気通信事業者が電子メールサービスの提供を

拒否できることとした。ボットネットを利用して送信される迷惑メール

やフィッシングメールなどの最近問題となっている悪質な迷惑メールは、

通常、送信者情報を偽った電子メールであり、この規定により、電気通

信事業者がこれらのメールの送信があった場合に自主的措置を講じるこ

とが容易となった。 

また、改正法では、第７条の規定において、違法な送信に責任がある

送信委託者に対し必要な措置を命ずることを可能とすることにより、ボ

ットネットの指令者が送信者とは解釈しにくい場合であっても、送信委

託者として、措置命令の対象を行うことが可能になった。 

    このほか、法制化作業の中で、フィッシングメールの送信については、

「他人の商品等表示として需要者の間に広く認識されているものと同

一」の「商品等表示を使用」する行為に当たることが多いと考えられる

ため、不正競争防止法第 21 条第 2項第 1号「不正の目的をもって第 2条

第 1 項第 1 号（略）に掲げる不正競争を行った者」に該当する可能性が

高いことが確認された。これの違反には、５年以下の懲役若しくは５０

０万円以下の罰金又はこれらの併科が同法に規定されており、今後、こ

うした規定を活用していくことが考えられる。 

    本研究会中間とりまとめの新法への反映状況については、以下の図８

のとおりとなっている。 

（図 8：中間とりまとめの改正特定電子メール法への反映（その他）） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

中間とりまとめ（関係部分抜粋） 改正特定電子メール法 

４．法制度の見直しの在り方 

（１）巧妙化・悪質化する迷惑メールへの対応の強化 

 ②ボットネットを利用して送信される迷惑メールへの規制の考え方 

迷惑メールを送信するという悪質性については、現行法で対象となる送信

形態と同様であることから、このような形態のボットネット指令や迷惑メー

ルを受信させようとする行為についても、特定電子メール法等現行法の適用

の在り方を含め、規制の方法を検討すべきと考えられる。 

 

③フィッシングメール等に対する規制の考え方 

フィッシングメールの送信についても規制を行う必要があると考えられ

る。この場合、フィッシングメールは、受信者に望まれない電子メールの大

量送信という点で、同意のない広告・宣伝メールの大量送信と同様の性格を

もつこと、電子メール以外の方法を契機として、フィッシングサイトへの誘

引を図るケースは極めて少ないことから、電子メールを規律する特定電子メ

ール法の改正による対応も視野に入れ、検討していくことが適当と考えられ

る。 

 

  （措置命令） 

第七条 総務大臣は、送信者が一時に多数の者に対してする特定電子メールの送信

その他の電子メールの送信につき、（中略）電子メールの送受信上の支障を防止

するため必要があると認めるときは、当該送信者（（中略）当該電子メールの送

信に係る業務の一部を行った場合であって、当該電子メールの送信につき、当該

送信委託者の責めに帰すべき事由があると認められるときは、当該送信者及び当

該送信委託者）に対し、電子メールの送信の方法の改善に関し必要な措置をとる

べきことを命ずることができる。 

（電気通信役務の提供の拒否） 

第十一条 電気通信事業者は、送信者情報を偽った電子メールの送信がされた場合

において自己の電子メール通信役務の円滑な提供に支障を生じ、又はその利用者

における電子メールの送受信上の支障を生ずるおそれがあると認められるとき、

（中略）当該支障を防止するために必要な範囲内において、（中略）電子メール

通信役務の提供を拒むことができる。 

 

（注）政府部内での法案検討作業の中でフィッシングメールの送信は不正競争防止

法による処罰の対象となる場合が多いとの結論が得られた。 

 

（参考）不正競争防止法 
第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

 一  他人の商品等表示（人の業務に係る氏名、商号、商標、（中略））として需要者の間に

広く認識されているものと同一若しくは類似の商品等表示を使用し、（中略）若しくは電

気通信回線を通じて提供して、他人の商品又は営業と混同を生じさせる行為 

第二十一条  （略） 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科する。  

一 不正の目的をもって第二条第一項第一号又は第十三号に掲げる不正競争を行った者 
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（２）最近の迷惑メールの状況等 

① 迷惑メールの状況 

    迷惑メールに関し効果的な対策を講じていくためには、常にその最新

動向を把握していく必要がある。平成１９年１２月に公表した本研究会

中間とりまとめでは、最近の迷惑メールの状況についてまとめているが、

中間とりまとめ以降の動向等も含め、本最終取りまとめにおいても、補

足的に指摘することとする。 

 

まず、我が国の国際的な迷惑メール発信国順位は、英ソフォス社によ

ると、図１０のとおり平成２０年１月～３月期には３３位となっており、

平成１９年７月～９月の２５位からさらに低下しており、我が国の対策

が一定の成果を挙げていることがわかる。 

 

（図 9：我が国の迷惑メール発信国ランキングの推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    迷惑メールの発信国に関しては、米国、中国、韓国などは依然上位で

あるが、その比率は低下している。その一方、ロシア、トルコなどから

発信されるものが増加するなど、発信国が分散化してきている。 
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（図 10：迷惑メール発信国ランキング） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一方、総務省が大手ＩＳＰ４社に対し実施したアンケート調査結果による

と、迷惑メール全体の流通量は電子メール全体の流通量に比例して増加して

おり、平成２０年３月時点で４社が受信した電子メール約１２億通のうち、

約９億通が迷惑メールであった。 

 

（図 11：大手ＩＳＰ４社における迷惑メールの流通量の推移について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、財団法人日本データ通信協会迷惑メール相談センターに寄せられる

情報提供件数も図１２のとおり増加傾向にあり、平成１９年３月時点で２５

万件弱であった件数がこの１年間で約９万件増加している。 
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（図 12：迷惑メール相談センターに寄せられる情報提供件数の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のことから、我が国で流通する迷惑メール全体の量は依然増加傾向に

あるとみられ、これは海外発迷惑メールの増加に起因するところが大きいと

みられる。２００７年度下半期において、迷惑メール相談センターのモニタ

ー機に着信した海外発の迷惑メールの比率は、ＰＣあて、携帯電話あてとも

に９０％以上となっている。 

 

（図 13：日本発と海外発の迷惑メールの割合の変化） 
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② 執行の状況 

  このような状況の下、中間とりまとめ公表後、平成２０年に入り、特定

電子メール法に基づき、兵庫県姫路市の事業者に対して総務大臣による措

置命令が行われ、また、警視庁により迷惑メールを送信した都内の男性の

摘発が行われた。引き続き、関係機関による積極的な執行への取組が期待

される。 

 

（図 14：特定電子メール法に基づく行政措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 15：特定電子メール法に基づく刑事処分） 

 

送信者情報を偽った送信（第６条違反）４件 ※第6条違反に対する直接刑事罰は平成17年11月1日より施行

（１）平成１８年５月２５日 千葉県警が東京都内の男性を逮捕

⇒ 懲役８ヶ月、執行猶予３年が確定。法人については、罰金８０万円が確定。

（２）平成１８年８月 ３日 大阪府警が大阪市内の元会社社長等３名を書類送検。

⇒ 元社長に罰金１００万円、従業員１名に罰金５０万が確定。

（３）平成１９年１月１６日 千葉県警が東京都内の会社社長等４名を逮捕。

⇒ ２名に懲役８月執行猶予４年。１名に懲役６月、執行猶予５年、
１名に懲役６月、執行猶予３年が確定。

（４）平成２０年２月 ６日 警視庁が東京都内の男性を逮捕。

⇒ 懲役６月、執行猶予３年が確定。

 

 

 

 

 

 

 

１．措置命令の実施（６件） ※特定電子メール法は平成14年7月1日施行

（１）平成１４年１２月２５日 東京都中野区の事業者（第３条（表示義務）違反）

（２）平成１５年１１月１１日 東京都中野区の事業者（第３条（表示義務）違反）

（３）平成１６年 ４月１５日 東京都新宿区の事業者（第３条（表示義務）違反）

（４）平成１７年 ９月２２日 大阪市北区の事業者（第３条（表示義務）違反）

（５）平成２０年 ２月１４日 兵庫県姫路市の事業者（第３条（表示義務）違反）

（６）平成２０年 ６月１９日 東京都渋谷区の事業者（第３条（表示義務）違反）

２．警告メールの送信（最近3年間で計 2,188件）

平成１７年 ７８２ 件
平成１８年 ６４７ 件
平成１９年 ７５９ 件

３．迷惑メール追放支援プロジェクト（違法メールの情報のプロバイダへの通知）
（最近3年間で計 44,281件）
平成１７年 ７，４５４ 件
平成１８年 ２２，４２５ 件
平成１９年 １４，４０２ 件

※平成17年4月より実施

送信者情報を偽った送信（第６条違反）４件 ※第6条違反に対する直接刑事罰は平成17年11月1日より施行

（１）平成１８年５月２５日 千葉県警が東京都内の男性を逮捕

⇒ 懲役８ヶ月、執行猶予３年が確定。法人については、罰金８０万円が確定。

（２）平成１８年８月 ３日 大阪府警が大阪市内の元会社社長等３名を書類送検。

⇒ 元社長に罰金１００万円、従業員１名に罰金５０万が確定。

（３）平成１９年１月１６日 千葉県警が東京都内の会社社長等４名を逮捕。

⇒ ２名に懲役８月執行猶予４年。１名に懲役６月、執行猶予５年、
１名に懲役６月、執行猶予３年が確定。

（４）平成２０年２月 ６日 警視庁が東京都内の男性を逮捕。

⇒ 懲役６月、執行猶予３年が確定。
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（３）今後の総合的な迷惑メール対策の枠組み 

    改正特定電子メール法を基盤とし、最近の迷惑メールの状況に対応した

総合的な迷惑メール対策の枠組みとしては、中間とりまとめで示した総合

的な迷惑メール対策の方向性をベースとした上で、改正特定電子メール法

の内容や多様化が進む最近の電子メール送信の動向等を踏まえ以下の枠組

みにより進めていくことが適切と考えられる。 

 

（図 16：今後の総合的な迷惑メール対策の枠組み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の章では、以上の枠組みに沿って、①オプトイン方式による法規制の運

用・執行の在り方、②技術的対策の在り方、③電気通信事業者による自主的な

措置の在り方、④利用者への周知啓発・相談体制の充実の在り方、⑤国際連携

の在り方をそれぞれ示し、さらに、これらの対策を有機的に連携させて推進し

ていくための体制について指摘することとしたい。 
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２．オプトイン方式による法規制の運用と執行の在り方  

（１）法規制の意義と必要事項 

総合的な迷惑メール対策にとって、法規制はその基盤となるものであり、

総合的な迷惑メール対策の実施にあたっての枠組として、その内容が明確

化された上で、厳正に実施されていく必要がある。 

特に、特定電子メール法改正法案の国会での審議をはじめとして、執行

の強化が求められており、改正法で新たに可能となった実効性強化のため

の措置等も利用して、執行を強化していく必要がある。 

なお、法規制の実施に当たって必要である省令の制定とガイドラインの

策定・公表については以下のとおりと考えられる。 

 

① 省令の制定 

特定電子メール法の平成２０年改正により導入されるオプトイン方式に

よる規制の実施にあたっては、速やかに省令に委任された内容を確定する必

要がある。   

省令の内容については、省令は、その制定後は法規制の一部として、適用

対象者全てが遵守すべき事項となるものであることから、法規制の実効性を

確保しつつ、適用対象者にとって過剰な規制とならないよう必要最小限のも

のとするべきであると考えられる。 

 

② ガイドラインの策定・公表 

特定電子メール法の平成２０年改正により導入されるオプトイン方式に

よる規制においては、同意の取得が行われていたかどうかの解釈により適法

かどうかが定まってくるなどの点もあり、法の安定的な運用のため、法の施

行にあたる総務省において、できる限り解釈を明確化した上で、ガイドライ

ン等の形で策定・公表すべきと考えられる。 

ガイドラインの策定に当たっては、法規制にあたっての解釈として最低限

のルールを示すだけでなく、推奨すべき点があればそれを示すことも迷惑メ

ール対策の推進にとって重要と考えられる。 

このベストプラクティス的な推奨ガイドラインについては、送信事業者、

電子メール広告関係事業者、電気通信事業者、配信ＡＳＰ事業者などの関係

団体においても、それぞれの事業を踏まえた実践例等に基づき策定を行い、

それぞれの会員社等での遵守を図っていくことが望ましいと考えられる。 
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（２）法規制の運用に当たっての具体的内容 

当研究会での検討の結果として、特定電子メール法平成２０年改正を踏ま

えた省令の制定、ガイドラインの策定に当たり、具体的な内容として盛り込

まれるべきと考えられる事項は以下のとおりである（特に、省令の内容とし

て盛り込まれるべきと考えられる事項は別紙２として示している。）。 

特定電子メール法の施行に当たる総務省においては、以下の内容を踏まえ

た省令の制定とガイドラインの策定、公表等を速やかに行うべきである。ま

た送信事業者、電子メール広告関係事業者、電気通信事業者、配信ＡＳＰ事

業者などの関係団体においても、以下の内容を踏まえた上で、推奨ガイドラ

ラインの策定を行い、それぞれの会員社等で遵守を図っていくことが望まし

いと考えられる。 

 

① 「特定電子メール」の範囲 

１）「広告又は宣伝を行うための手段として」の意義 

改正法における「特定電子メール」は、「営利目的の団体又は営業を営む

場合における個人である送信者が自己又は他人の営業につき広告又は宣伝

を行うための手段として送信する電子メール」とされている。 

これについて、電子メールの内容が営業上のサービス・商品等に関する

情報を広告又は宣伝しようとするものである場合は特定電子メールに当た

ることは明らかである。 

また、以下の電子メールについても、広告又は宣伝を行うための「手段

として」送信されており、特定電子メールに該当すると考えられる。 

ア）営業上のサービス・商品等に関する情報を広告又は宣伝しようとするウ

ェブサイトへ誘導することがその送信目的に含まれる電子メール 

イ）ＳＮＳへの招待や懸賞当選の通知、友達からのメールなどを装って営業

目的のウェブサイトへ誘導しようとする電子メール 

 

一方、以下のような電子メールの例は、広告又は宣伝のための手段とし

て送信されたものではなく特定電子メールに当たらないものもあると考え

られる。 

ア）取引上の条件を案内する事務連絡や料金請求のお知らせなど取引関係に

係る通知であって広告又は宣伝の内容を含まず、広告又は宣伝のウェブサ

イトへの誘導もしない電子メール 

イ）単なる時候の挨拶であって、広告や宣伝の内容を含まず広告又は宣伝の

ウェブサイトへの誘導もしない電子メール 
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２）政治活動・非営利活動等との関係 

政治団体・宗教団体・ＮＰＯ法人・労働組合等の非営利団体の送信する

電子メールや、政治活動を内容とする電子メールが対象にならないことは

法の定義上明らかであるが、規制の範囲について誤解を招かないようにす

るため、この点に関し、ガイドライン等において、改めて明確化すること

が適当と考えられる。 

  

３）通信方式 

今回の法改正では、国内にある電気通信設備からの送信又は国内にある

電気通信設備への送信が法の対象となることが明確化された。 

現在法の対象となる通信方式としては、ＳＭＳとＳＭＴＰ（Simple Mail 

Transfer Protocol）が省令で規定されているが、国内ＰＣと国外サーバの

通信に主に用いられているＰＯＰなどの通信方式も法の適用対象となるこ

とを明らかにするよう、省令等において、ＳＭＴＰに付随して送受信に用

いられるＳＭＴＰ以外の通信方式（上記ＰＯＰなどを含む。）を記載し、明

確化する必要があると考えられる。 

 

② 「送信者」、「送信委託者」の位置付け 

改正法第２条第２号において定義される「送信者」は、電気通信としての

電子メールを発信する操作をする人又は団体と解される。また、送信委託者

は、電子メールの送信に関し送信先や送信事項について一定の指示をしてい

る者であると解される。 

したがって、例えば、単に広告の依頼を行っているだけの者や自らは電子

メールを発信する操作をせずに他人に電子メール送信のためのシステムを

提供しているだけのメール配信サービス事業者・配信ＡＳＰ事業者は、送信

者や送信委託者には該当しないと考えられる。 

  

③ 「同意」の取得 

１）原則 

法律上、「同意」とは、「他の者がある行為をすることについて、賛成の意

思を表示すること」と解されるため、①受信者が広告・宣伝メールの送信が

行われることを認識した上で、②それについて賛成の意思を表示した場合に

同意が得られたと考えられる。 

具体的には以下のような観点から適正な「同意」取得が行われているかど

うかを判断すべきと考えられる。 

ア）通常の人間であれば広告・宣伝メールの送信が行われることが認識さ

れるような形で説明等が行われていること 
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イ）賛成の意思表示があったと言えること 

また、改正法の条文（第３条第１項第１号）では、「特定電子メールの送

信をするように求める旨又は送信をすることに同意する旨」と規定されてお

り、同意の範囲としては、特定電子メール（広告・宣伝メール）の送信をす

ることについて同意を取得すれば足り、送信する電子メールの種類や内容ま

で特定して同意をとることまでは法律上の義務としては求められていない。 

さらに、同条文では、特定電子メールの送信をするように求める旨又は送

信をすることに同意する旨を送信者又は送信委託者に対し通知した者が、特

定電子メールの送信が認められる旨規定されていることから、同意の通知を

する者にとって、同意の通知の相手方となる送信者又は送信委託者が特定さ

れており、通常の人間であれば認識できるような形でその相手方の名称等が

認識できるような形になっていることが必要と考えられる。 

 

２）同意取得時に表示すべき事項及びその表示方法 

通常の人間であれば認識できるような形で、広告・宣伝メールの送信が行

われることと、その送信を行う者が誰であるかを示す具体的な方法には、さ

まざまな形が考えられ、一律に方法を限定することは適当ではない。 

しかしながら、例えば電子メールアドレス登録時に契約を申し込むサービ

スの約款や利用規約に同意の通知の相手方の名称及び特定電子メールを送

信する旨の記載があっても、通常の受信者であればそれらの事項を見るとは

考えにくい表示・記載の場合や、極めて小さい文字で下部に記載されている

場合のように通常の利用者であればそれに気付くとは考えにくい場合は、受

信者が認識できるように表示されているとは言えないと考えられる。 

 

一方、例えば営業上のメールマガジンなど、広告や宣伝が掲載されている

雑誌や新聞と同様に広告・宣伝が掲載されていることが想定される電子メー

ルについては、同意の取得にあたり、その送信がされることを表示されてい

れば、当該電子メールに付随的に広告や宣伝が掲載されることまでは示して

いなくても必ずしも同意が取得されていないとは言えないと考えられる。 

また、送信される広告・宣伝メールの頻度が多い場合や容量が大きい場合

など、受信者にとって負担が大きいものとなる場合には、同意取得時に、そ

うした内容を受信者側に伝えることが推奨されると考えられる。 
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 ３）第三者を通じた同意の取得 

現在、送信者や送信委託者が、広告媒体事業者やプラットフォーム事業者

、イベント主催者等の第三者を通じて受信者から同意を取得し、その送信者

や送信委託者の名前で広告・宣伝メールを送信することが行われている。こ

れらの事例に関しては、一つの無料の懸賞サイトや占いサイト等に電子メー

ルアドレスを登録すると複数の出会い系サイトから広告・宣伝メールが送信

されるというような実態もあり、迷惑メールの温床になっている面もあるこ

とから、これらの第三者を通じた同意の取得については、一定のルールを明

確化することが必要と考えられる。 

具体的には、利用者が第三者を通じて同意の通知をすることになる際に、

他の特定の送信者・送信委託者から広告・宣伝メールが送信される旨を表示

していないウェブサイトや、そうした表示があったとしても通常の受信者が

認識できないようになっているウェブサイトがあるが、こうした場合は、改

正法が定めている送信者又は送信委託者に対する通知には該当しないと考

えられる。 

 

また、利用者が第三者を通じて同意を通知することになる際、同時に複数

の送信者・送信委託者に対し同意の通知がなされることになる場合について

は、それらの送信者又は送信委託者を受信者が明確に認識できるように表示

されていなければ同意の通知とはならないと考えられる。 

さらに、同時に複数の送信者等に同意を通知するような場合であって、あ

まりに多数の者に一斉に同意の通知がされる場合は、利用者が個々の送信者

・送信委託者を認識しづらくなることから、利用者が正確に認識できるよう

な範囲で同意の通知を行うことが推奨されると考えられる。 

 

 ４）合併・事業承継等の場合の考え方 

送信者又は送信委託者において合併・事業承継等があった場合は、基本的

に送信者又は送信委託者自体の名称が変わった場合と同様と考えられ、特定

電子メールの送信に関する権利義務を承継していれば、変更前に取得した同

意（及びオプトアウトの通知による受信拒否）が引き続き有効と解される。 

ただし、受信者が知らない間に名称が変更になった場合には受信者にとっ

て同意の通知の相手方かどうかがわからないこととなるため、事業承継等の

場合は、全ての受信者に対しその旨を通知して、事業承継等の事実を受信者

側に認識させなければならないと考えられる。なお、事業承継等の事実の通

知は、個別に行うことするほか、事業承継等の後、最初に送信する電子メー

ルにおいて行うことも考えられる。 
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 ５）ダブルオプトイン 

他人の電子メールアドレスを無断で用いて同意の通知をするいわゆる「な

りすまし」の同意を防止する必要性が高い場合や、受信者等からの同意の有

無に関する問い合わせに対し同意があることを立証する必要がある場合に

は、入力されたメールアドレスに対し広告・宣伝内容を含まない確認のメー

ルを送付し、当該確認メールに対し返信等の受信者本人の操作があって初め

て同意を確定することとなるいわゆるダブルオプトインを実施することが

推奨されると考えられる。 

ただし、受信者が簡便な利用を求めているサービスなどでは、受信者にと

ってもダブルオプトインを行うことが負担となる場合もあり、ダブルオプト

インを実施することが必ずしも適当でない場合もあることに留意する必要

がある。 

 

 ６）デフォルトオン／オフ 

同意取得の有無は、①受信者の認識があったかどうかと、②賛成の意思表

示があったかどうかということにより判断すべきであるとの考え方からす

れば、同意取得の有無は一概に「デフォルトオン」か「デフォルトオフ」で

のみ決まるものではなく、同意を取得する際への受信者への表示の方法が、

受信者にとって同意により電子メールの送信があることが認識されるもの

になっているかどうか、何らかの受信者側の賛成の意思表示が示されたもの

と言えるかどうか、によって決まるものとであると考えられる。 

ただし、デフォルトオンと比較して、デフォルトオフの方が、受信者の意

思がより明確に表示されることになるのは確かであり、サービスの内容等に

もよるが、その実施が可能な場合には、デフォルトオフが推奨されるべきも

のと考えられる。 

また、デフォルトオンの場合であっては、例えば、チェックボックスのチ

ェックを外さない場合には送信に同意したこととなる旨の記載や、チェック

の外し方に関する記載、デフォルトオンなのかオフなのかをわかりやすく表

示することなどを推奨するべきものと考えられる。 

 

７）１つの電子メールアドレスに複数の使用者がいる場合の取扱い 

１つの電子メールアドレスに複数の使用者がいる場合もあるが、現実には

、個々のメールアドレスについて使用者が複数いるかどうかを確認すること

は一般的でない。通常１つのメールアドレスは一人の受信者と紐付けて扱わ

れていることから、特段の事情がない限り、複数の使用者のうち一人が同意

の通知をすれば、特定電子メールの送信をしても責任は問われないと考えら

れる。 
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８）同意の取得・確認のために送信される電子メールの取扱い 

広告・宣伝メールを送信するための同意の取得・確認のために送信される

電子メールは、最終的に広告・宣伝メールを送信するために送信されるもの

であることから、広告又は宣伝を行うための手段として送信される特定電子

メールに該当するものと考えられる。 

 

④ オプトイン規制の例外となる「電子メールアドレスの通知」 

改正法では、同意を得ずとも特定電子メールの送信が可能な者として、「総

務省令で定めるところにより自己の電子メールアドレスを送信者又は送信委

託者に対し通知した者」（第３条第１項第２号）が定められている。 

本規定は、必ずしも明示の同意の通知がない場合であっても特定電子メー

ルの送信が許容される場合があることにかんがみ設けられたものであり、そ

うした場合について省令で規定することが適当である。 

 

具体的には、まず、電子メールアドレスの通知をする際の最低限の条件と

して、通知の対象である自己の電子メールアドレスと、通知の相手方となる

送信者又は送信委託者は特定されている必要があると考えられる。すなわち

、例えば「第三者からメールを送ることがあります」のような表示をして通

知を受けるような場合には、送信者等が特定されておらず、電子メールアド

レスの通知とは解されないと考えられる。 

 

その上で、名刺などの書面により自己の電子メールアドレスを通知した場

合は、その書面を提供した側にも、書面の通知を受けた者から電子メールの

送信が行われることについての一定の予測可能性があるものと考えられる。 

 

また、ウェブサイト等書面以外の手段による電子メールアドレスの通知で

あっても、以下の場合には、送信の必要性と比較して、送受信上の支障の程

度は軽微であると考えられることから、送信を認めることが適当と考えられ

る。 

 

１）同意の取得や確認のための電子メールを送信し、その結果受信者から

同意の通知を受けたときにのみ以降、特定電子メールを送信する場合 

２）フリーメール等において広告宣伝が付随的に行われる場合 

３）契約の申込みをした者や契約を締結した者に対し当該契約の申込み、

内容又は履行に関する事項を通知するために送信される電子メールにお

いて広告宣伝が付随的に行われる場合 
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⑤ オプトイン規制の例外となる「取引関係」 

改正法においては同意を得なくとも特定電子メールの送信が可能な場合と

して、「取引関係にある者」への送信を認めている。「取引関係にある者」で

ある受信者と広告主との間では、ビジネスの実態として広告宣伝メールの送

信が問題なく行われており、また、受信者にとっても、広告主に関する広告

宣伝メールの送信が予想されうることから、改正法においてオプトインの例

外とされたものである。 

 

したがって、「取引関係にある者」は、社会通念上、明示の拒否がなければ

広告・宣伝メールが送付されることを許容していると認められるような社会

関係にある者と考えられる。 

 

具体的には、事業者と消費者の間の関係では、例えば、金融機関の顧客で

あって、当該金融機関に口座を開設し継続的に金融商品等の購入等を行って

いる場合などが取引関係であると考えられる。また、商品・サービスを購入

については、一度の購入のみでは必ずしも継続的な関係にあるとは言えない

が、以後の購入等の取引が予定されている場合には、外形的に判断して取引

関係にあるといえる場合もあると考えられる。 

   

⑥ オプトイン規制の例外となる「自己の電子メールアドレスの公表」 

特定電子メール法第３条第１項第４号においては、オプトイン方式による

規制の例外として、「総務省令で定めるところにより自己の電子メールアドレ

スを公表している団体又は個人（個人にあっては、営業を営む場合に限る）」

に対し、事前の同意を得ない送信が認められている。 

 

正当な営業活動の一環として事業者間（ＢｔｏＢ）で電子メールを送受信

する場合に、ウェブサイト等でメールアドレスを公開している事業者に対し

てビジネス向けサービス・製品の広告・宣伝メールを送信することは実態的

に行われており、ビジネス慣習上も一定の範囲で認められているものと考え

られる。また、そもそも電子メールアドレスの公表は電子メールを受け取る

ために行われるため、特定電子メールであっても、一定の送信は許容される

ものと考えられる。 

 

ただし、電子メールの公表と併せて特定電子メールの受信を拒否する旨を

表示している場合には、事前の同意のない特定電子メールの受信を受信者が

許容していないことが明確であり、特定電子メールの送信を認めないことと
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することが適当であると考えられる。 

 

また、受信を拒否する旨の表示に関しては、明確性を確保する観点から、

表示に用いられる用語（「特定電子メール」、「広告メール」「宣伝メール」等

の文字と、「拒否」、「お断り」、「送信しない」等の文字を組み合わせたもの）

を、広告宣伝メールの送信をしないように求めることを目的として、なされ

ることが適当と考えられる。 

 

⑦ 同意を証する記録 

改正法においては、オプトイン方式による規制が採用されるため、受信者

の事前の同意の有無が適法か否かの重要な判断基準となる。そのため、新法

第３条第２項においては、オプトイン方式による規制を実効性あるものとす

るためには、「同意を証する記録」の保存を義務づけている。 

 

 １）基本的な考え方 

この記録の保存義務については、法執行にとって必要なものとする必要が

ある一方、保存を義務づけられる事業者にとって、実施可能であり、かつ過

剰な負担とならない範囲とすることが適当である。 

 

２）保存の内容 

具体的には、同意を取得している送信先の電子メールアドレスと、個別

の電子メールアドレスに関し送信の同意を取得した際の時期、方法等の状

況を示す記録、又は同意の取得をウェブサイトから行う場合には当該同意

の取得に際して示すウェブサイトの画面構成等とすることが適当と考えら

れる。 

 

３）保存期間 

同意の記録の保存期間については、少なくともその同意に係る特定電子

メールを送信する限りは保存する必要があるものと考えられる。 

  

４）その他 

法律に基づく義務づけのほか、送信者等における同意の取得に関し、受

信者側とトラブルが発生した場合などで、送信者等の側は、同意を適正に

取得したことを受信者側に説明する必要がある場合が想定される。この同

意取得に関する説明の必要性は、同意を証する記録の保存の法令上の義務

とは別のものであり、送信者等の側では受信者側とのトラブルの発生の蓋

然性に応じ、コスト等も勘案の上、説明のために最低限必要な記録を保持
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しておくことが適当である。 

 

⑧ 表示義務 

 １）「表示義務」についての考え方と基本的な表示事項 

改正法では、オプトイン方式を機能させるための規制として、事前の同

意を通知した者等からの特定電子メールであるか、受信者が容易に判断で

きるよう、特定電子メールの送信に当たりその送信に責任のある者の氏

名・名称の表示義務を課しており、また、受信者が確実にオプトアウトを

行えるよう受信拒否の連絡先となる電子メールアドレス又はＵＲＬの表示

をしなければならない義務を設けている。 

 

 ２）「表示」として必要なその他の事項 

この他、表示が必要な事項は省令で定めることとされているが、①オプ

トアウトの通知ができる旨の記載や、②送信責任者の住所、③苦情や問い

合わせ等を受け付けるための電話番号又は電子メールアドレス・ＵＲＬを

定めることが必要ではないかと考えられる。なお、③に関しては、法令上

の義務づけとしては、電子メールアドレスやＵＲＬによることを認めるこ

ととするが、電話番号を記載することが可能な場合には表示することが推

奨されると考えられる。 

 

 ３）表示の方法 

表示の方法等に関しては、電子メールの中の任意の場所にわかりやすく表

示することとし、電子メール本文の最初又は最後に記載することが推奨され

ると考えられる。、なお、総務省令で定める事項に関しては、表示の必要性の

度合いや技術的条件等に応じ、リンク先のＵＲＬに記載することも認められ

るべきと考えられる。この場合、リンク先に当該事項が表示されていること

を受信者が容易に認識できるようにされていることが推奨される。 

ただし、リンク先のＵＲＬの記載で可とする場合やオプトアウトの通知先

をＵＲＬとする場合に関し、何度もクリックしないと必要な表示にたどりつ

かないような場合は表示として不適当と考えられる。 

 

（３）法執行の在り方 

① 法執行体制の整備 

   法規制の運用に当たっては、法の抑止力を確保する上でも、法執行を積極

的に行っていく必要がある。衆議院・参議院両院の総務委員会における附帯

決議においても「法律違反に対する措置命令、摘発の事例が少ないことから、

関係省庁と密接に連携をとり、必要な対応を行う」ことが指摘されたところ
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であり、政府としては、特定電子メール法の着実な実施のため必要な体制の

整備として、所要の予算、要員の配置等必要な措置を講じていく必要がある。 

   

② 消費者庁との連携 

  平成２０年６月  日、「消費者の利益の擁護及び増進」、「消費者の権利の

尊重及びその自立の支援」の観点から、消費者・生活者の視点に立つ行政を

目指して「消費者行政推進基本計画」が閣議決定され、消費者の視点から政

策全般を監視するための強力な勧告権を有し、消費者に身近な問題を取り扱

う法律を幅広く所管・共管する「消費者庁（仮称）」を来年度から発足させる

こととなった。 

特定電子メール法に関しては、企画立案及び措置命令等を、消費者庁が消

費者利益の擁護及び増進の観点から、総務省が通信ネットワーク環境の整備

の観点から所管することとなった。消費者庁設置後、迷惑メール対策につい

ての実効性がさらに向上するものとなるよう、政府において、今後、迷惑メ

ール対策に関する総務省と消費者庁との間の適切な連携の在り方を検討して

いくことが必要である。 
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３．技術的対策の在り方 

（１）技術的対策の意義 

迷惑メール対策において、技術的な対策は、利用方法によっては、最小限

のコストで迷惑メールの流通を最大限抑制できる可能性を持ち、海外発の迷

惑メールに対しても一定の対処が可能な場合もあるなど、その取組みに対す

る期待が大きい。実際にこれまでもＯＰ２５Ｂの導入等などにより、迷惑メ

ール対策に大きな成果をあげてきた。 

 

また、迷惑メール対策技術には、他の多くのインターネット関連の技術と

同様に、利用が増えれば増えるほどそれ自体の価値が高まり更に普及が進む

という特性があることから、有望な迷惑メール対策技術については、その有

効性をアピールし、官民が協力して国内外での利用を推進することが重要と

考えられる。 

 

現在推進すべき技術的対策としては、下記の①送信ドメイン認証技術の普

及促進と②ＯＰ２５Ｂの普及促進があげられるが、今後も迷惑メールの送信

手法等に対応し、適切な対策を講じていくことが必要と考えられる。 

 

（２）送信ドメイン認証技術の普及促進 

送信ドメイン認証技術は、迷惑メールの多くを占める送信元のドメイン名を

詐称した電子メールへの対策として有効であり、現在、国内の送信側設備のう

ち約２２．４％（２００８年６月現在）が送信ドメイン認証技術の一種である

ＳＰＦ（Sender Policy Framework）に対応している。 
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（図 1：国内の送信側設備におけるＳＰＦへの対応率の推移） 

  ※：ドメイン認証の普及率に対する測定結果 出典：http://member.wide.ad.jp/wg/antispam/stats/index.html.ja 

 

改正法では、送信者情報を偽った電子メールについて役務提供の拒否がで

きることが明文で規定され、原則として、利用者からの同意がなくとも、送

信ドメイン認証技術により From 欄等の送信に用いた電子メールアドレスの

ドメイン名を詐称していると判断された電子メールを電気通信事業者がブ

ロックすることが可能となる。こうしたことから、電気通信事業者での活用

が更に進むことが期待され、送信ドメイン認証技術の重要性が今後ますます

高まっていくものと予想される。 

 

送信ドメイン認証技術に関しては、送信者情報の偽装の有無を明確に判定

するためには送信側の設備において対応を行っていることが必要となる。た

だし、送信側のＤＮＳ（Domain Name System）サーバにＳＰＦレコードを記

述することに要する設定のコストと手間は非常に軽微である。このため、官

民の関係者が協力して、できるだけ多くの送信者が少なくともＳＰＦレコー

ドを記述するように取組を行っていくべきである。特にドメイン名を詐称さ

れるとインターネット全体への信頼性に対する悪影響が大きいと考えられ

る政府・銀行等の送信する電子メールに関しては、ＤＫＩＭ（Domain Keys 

Identified Mail）も含め送信ドメイン認証技術について、優先的に対応を

推進するべきと考えられる。 
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（３）ＯＰ２５Ｂの普及促進 

ＯＰ２５Ｂは、国内での普及が進み（図 18 参照）、動的ＩＰアドレスを用い

た迷惑メール送信の削減に大きな効果を上げており、ソフォス社の公表してい

る迷惑メール発信国ランキングにおいて日本の順位が大きく低下2したことに

ついても、ＯＰ２５Ｂの普及が大きく貢献していると考えられる。 

（図 18：国内の電気通信事業者によるＯＰ２５Ｂの導入状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：（財）日本データ通信協会 http://www.dekyo.or.jp/soudan/taisaku/i2.html 

しかしながら、現在、海外発の迷惑メールが大部分を占め、特に海外のボッ

トによると思われる迷惑メールの送信が増加し続けているとみられることか

ら、今後は海外での普及も促進していく必要がある。このため、官民の関係者

が協力して各種国際会議・意見交換の場において積極的にＯＰ２５Ｂの成功事

例等を紹介するとともに、分かりやすい英文の解説資料を準備して公開するな

どの方法により、その普及を促進していくことが考えられる。 

 

ただし、国内でも、一部のＯＰ２５Ｂが実施されていないＩＰアドレスから

迷惑メールの送信が続いているとみられることから、各方面から、ＯＰ２５Ｂ

をまだ実施していないＩＳＰに対し連絡を取り個別に注意喚起をしていくこ

となど推奨策を検討することや、代替サービスを確保した上での固定ＩＰアド

レスにおけるＯＰ２５Ｂの導入の検討などを行うなど、引き続き普及の促進を

                                                  
2 ２００５年４月～９月の９位（２．０％）から２００８年１月～３月の３３位（０．５％）

まで低下した。 
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図る必要があると考えられる。 

 

また、ＯＰ２５Ｂの実施後であっても、迷惑メールの送信が完全になくなる

とは限らず、通常のＩＳＰのメールサーバを経由して迷惑メールが送信される

こともある。また、ＯＰ２５Ｂの導入に当たっては、正当な方法であれば外部

のメールサーバを引き続き利用できるなどの電子メールの利便性を確保する

必要もある。こうした課題を解決するため、ＯＰ２５Ｂの導入と並行して、電

気通信事業者その他の電子メールの利用に係る関係の事業者において、送信者

を識別するとともに２５番ポートを用いずに発信をする技術である SMTP AUTH

及び Submission Port に対応していくことが必要と考えられる。 
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４．電気通信事業者による自主的な措置の在り方 

（１）電気通信事業者による自主的な措置の意義 

  電気通信事業者が約款等に基づいて、迷惑メールの送信者等に対し、利用

停止や契約解除等を行っていく自主的措置は、法的措置に比べて、より機動

的な実施が可能な措置であり、効果も大きい。 

  こうした措置は、平成１７年２月より運用が開始され「迷惑メール追放支

援プロジェクト」等を通じても行われているところであり、迷惑メール対策

として有効に機能している。そのため、引き続き同プロジェクトを推進し、

電気通信事業者側で情報に基づく対応を積極的に講じていくべきである。 

 

（２）契約者情報に関する虚偽登録等への対応 

迷惑メール追放支援プロジェクトに基づく措置の実施に加え、電気通信事

業者等は、今後、迷惑メールの送信等の不正な送信を行うために電子メール

アドレス等の虚偽登録等をしていた者に対しても利用停止や契約解除等の

措置を講じていくことが適当と考えられる。 

現在、電子メールアドレスやドメイン名、ＩＰアドレスの契約者の情報に

ついては、必ずしも正確な情報が登録されていない場合があり、これにより

迷惑メール送信者への法執行等が阻害される場合がある。 

したがって、迷惑メール対策等の強化のために、電気通信事業者等が契約

等に当たって、本人確認が可能な場合には、業務に支障のない範囲でこれを

行っていくことや、迷惑メールの送信等の不正な送信を行っていた者が虚偽

の登録をしていることが判明した場合には、利用停止や契約解除等の対応を

進めていくことが望ましいと考えられる。 

特に、ＯＰ２５Ｂの普及に伴い、国内発の迷惑メールでは２５番ポートが

利用可能な固定ＩＰアドレスが付与されるインターネット接続サービスや

メール配信サービスを用いた送信が多くなる傾向があり、こうしたサービス

の利用にあたって、虚偽の登録が判明した場合等に関し契約解除等の措置を

実施すべきである。 

 

（３）迷惑メール対策のための多様なサービスの提供 

電気通信事業者が提供するフィルタリングサービスによって、我が国で受

信するメールの７割以上が迷惑メールと判定されている。これは、迷惑メー

ルの多くが電気通信事業者が提供するフィルタリングサービスによって、受

信者に到達する前に廃棄されるか、又は迷惑メールであるとのラベリングが

行われ、受信者側の被害を未然に防止していることを意味している。 

このように迷惑メールフィルタリングは迷惑メール対策としては非常に
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有効であり、利用者のニーズもあることから、電気通信事業者等は今後もよ

り効果的な多様なサービスの提供に努めていくことが期待される。 

特に海外発の迷惑メールが急増する中で、これを防止するためのサービス

の提供が期待される。我が国の電子メール利用者には海外とのメールの送受

信を全く行わない者も多い。本研究会中間とりまとめにおけるパブリックコ

メントにおいては、一定の国・地域から送信される電子メールに対してフィ

ルタリングを提供するよう求める意見が寄せられており、また特定電子メー

ル法改正の国会審議においても同様のサービスを求める議論があった。 

電気通信事業者においては、利用者側のニーズを踏まえ、今後も多様な迷

惑メール対策のためのサービスを積極的に提供していくことが期待される。 

 

（４）送信制限の着実な実施と問い合わせ窓口等の整備 

電気通信事業者が実施する迷惑メール対策としては、各種の送信制限も迷

惑メール対策として効果が大きく、今後も着実に実施していく必要がある。

ただし一律の送信制限は、正当な事業者が送信する電子メールの流通に対し

阻害することとなる場合もある。 

したがって、電気通信事業者側では、送信規制を行う場合には、これに関

する問い合わせ窓口あるいは担当者等を定め、送信事業者や配信ＡＳＰ事業

者との間で正当な電子メールの送信や配信への影響を最小化するための方

策を協議していくことが必要と考えられる。 

また、送信者側や配信ＡＳＰ事業者側でも、その団体等を通じて、自主的

な迷惑メール対策を講じていくことも期待され、正当な事業を行う送信者、

配信ＡＳＰ事業者と電気通信事業者が、ともに迷惑メール対策を行うパート

ナーとして連携していく建設的な関係が構築されることが望ましいと考え

られる。 
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５．利用者への周知啓発と相談体制の充実の在り方 

（１）利用者への周知啓発の意義 

 迷惑メール対策に関しては、利用者の側において、ＩＳＰ等により提供され

るフィルタリングサービスの活用や複雑な電子メールアドレスの設定による迷

惑メールの受信を回避することや、受信した場合であっても怪しい電子メール

については開封せずに削除することや、本文に記載されたＵＲＬへの接続を行

わないこと等の正しい知識をもって対応することにより、ウィルス感染やフィ

ッシング詐欺、自己のＰＣのボット化等の迷惑メールを端緒とする被害をある

程度防止することが可能である。 

 総務省が実施した「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回

アンケート調査結果」によれば、利用者側の対策として、ＩＳＰや携帯電話事

業者が提供する迷惑メール対策サービスを活用している利用者は全体４２％で

あり、また、自己のメールアドレスが漏洩しないよう管理を徹底している利用

者は３０％、複雑な電子メールアドレスを設定している利用者は２９％など、

一定の対応は講じられているが、「何もしていない」と答えた利用者が未だに１

３％おり、利用者側の自助努力を促すためにも、利用者に対する一層の周知啓

発を図る必要がある3。 

 

（２）具体的な周知啓発活動の在り方 

 周知啓発活動は、幅広い利用者を対象に行う必要があると考えられ、改正法

の内容等も含め、迷惑メール対策に必要な情報提供をさらに促進していく必要

があると考えられる。 

具体的な方法としては、まず、政府において、従来から実施しているウェブ

サイトへの関連情報の掲載、パンフレット等の配布、各種会合での説明を実施

していくほか、児童・生徒の保護者や教職員等を対象としたインターネットの

安心・安全利用についての啓発を行う講座「ｅ－ネットキャラバン」（図１９参

照）等を活用していくことが考えられる。 

 政府部内においても、周知啓発活動には、特に関係各省間の連携が重要であ

り、十分な連携を図っていくべきである。 

また、送信者側、送信委託者側の各団体や、電子メール広告に関わる団体に

おける会員等への周知啓発活動や広告宣伝メールを送信する際の推奨ガイドラ

インの策定・周知も極めて有効な方法であり、積極的な実施が期待される。 

さらに、電子メール利用者への周知という点に関しては、各電気通信事業者

                                                  
3同アンケートの調査結果は、http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/080318_7.html を参照。 
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が自己の電子メールサービスの利用者向けに行う通知等の中で迷惑メール対策

に必要な事項も含むようにすることは、電気通信事業者・電子メール利用者双

方にとって効果が大きいと考えられる。 

 

（図 19：ｅ－ネットキャラバンの概要） 

 

 

また、現在、各地の消費生活センター等には迷惑メールに関する相談・苦情

が多数寄せられている。迷惑メール問題への対処には専門的知見が要求される

ことから、消費生活センターや全国消費生活相談員協会等の相談員に対して、

改正法の内容をはじめ迷惑メール対策全般についての適切な情報提供等を行っ

ていくことにより、消費生活センター等における適切な相談体制も実現してい

くと考えられる。 

 

 そのほか、今後の利用者側における対応の在り方を考えるに当たっては、一

般利用者や事業者ユーザー等を対象とした詳細な調査を充実させることも必要

であると考えられる。 

 

（３）相談体制の強化 

① 迷惑メール相談センターの活動 

 財団法人日本データ通信協会は、特定電子メール法上の登録送信適正化機
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関として、迷惑メール相談センターを開設している。 

迷惑メール相談センターでは、 

１）迷惑メールを受信し総務大臣へ申出を行おうとする者に対し指導や助

言を行うなどの特定電子メール法に基づく業務 

２）事前の同意なく送信される出会い系サイト等に関する広告宣伝メール

を受信した者からの電話相談への対応 

３）特定電子メール法違反と思われる電子メールについて受信者からの情

報提供の受付け、当該提供情報について表示義務違反や再送信禁止違反

等の分析、違法性の高い電子メールに関する情報の総務省への報告 

４）迷惑メール追放支援プロジェクトに基づく迷惑メールの送信元プロバ

イダへの違反情報の提供の実施 

などの業務を行っている。 

 

（図 20：迷惑メール相談センターの運用状況（平成１９年度）） 

迷惑メール相談センター

迷惑メール送信者

迷惑メール受信者

メール送信

メール送信

情報提供

3,407,103件（Ｈ19年度）

うち違反情報：1,357,818件、
警告作成件数：745件

違反確認・分析

迷惑メール対策コンテンツ事業者（4社）

ＵＲＬ情報の提供

（約60,000URL/週）

ＩＳＰ事業者

総務省

追放支援プロジェク
トに基づく対応依頼

723件（ ISP48社）年度
累計12086件（801社）

違反状況の報告

海外執行機関

違反メールの情報提供

1854件 年度累計7842件

解約・利用停止

警告・措置
命令

各国の制度に基づく対応

電話相談・情報提供

346件/月、年度累計3654件

モニター受信機

 

 

② 迷惑メール相談センターにおける今後の相談業務 

 迷惑メールの全体の流通量が依然増加傾向にあり、その送信手法が巧妙

化・悪質化する中で、迷惑メールに悩む受信者からの相談窓口である迷惑メ

ール相談センターの役割は一層重要になってきており、体制の強化が求めら

れている。今後、相談への対応や情報分析に当たる要員・予算等の増加を検

討すべきである。 

 特に、オプトイン方式の導入後は、同意の通知の有無をめぐるトラブルに
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ついて、受信者より迷惑メール相談センターや電気通信事業者に寄せられる

ことが予想される。同意の通知の有無は、主に送信者と受信者の間における

受信者の意思表示がなされたかについての立証の問題となるため、迷惑メー

ル相談センターや電気通信事業者が判断することは困難と考えられるが、特

定電子メール法上いかなる場合が同意と考えられるか、オプトイン規制の例

外として広告宣伝メールの送信が認められる場合とは何かについては、迷惑

メール問題について一定の水準の知識・経験を有する者を常時配置している

迷惑メール相談センターが、受信者（一般利用者）向けに、個別具体的な事

例について、それが同意やオプトインの例外に該当しうるか否かについて、

今後策定されるガイドライン等に沿って助言を行っていくことが適当である

と考えられる。 

 また、改正法においては、受信者から受信拒否の通知が行われた場合には

以後の送信が禁止されているが、一般の受信者にとっては自ら受信拒否の通

知を行うことへの不安感があるため、今後は迷惑メール相談センターが何ら

かの対応を講じることも必要である。その際、悪質でない送信者・送信委託

者を明確化することや、迷惑メール相談センターが受信者の意向を踏まえ、

オプトアウトを実施する仕組みを導入できないかといった事項も検討に値す

る。 

 また、現在においても、利用者の窓口としては各電気通信事業者のコール

センターや、国民生活センター、各地の消費生活センター、総務省の電気通

信消費者相談センターなどがあり、迷惑メール相談センターとこれらの機関

の間で、情報共有に努めるなど連携を強化していくが求められる。 

  

③ 迷惑メール通報・分析システムの導入 

 電子メールは国境を越えて流通するコミュニケーションツールであり、迷

惑メールについても一国内で送受信が完結するのではなく、海外から国内に

向けての送信が恒常的に行われている。 

欧米・アジアの複数の国においては、海外発の迷惑メールへの対応や、自

国内での送信者の特定等迷惑メール対策法の実効性確保を目的として、迷惑

メール通報・分析システムの導入が始まっている。 

ＥＵでは、国境を越えた迷惑メール対策を促進するため、２００５年９月

より Spot Spam プロジェクトを開始しており、ＥＵ内の各国のシステムに寄

せられた苦情をデータベースに収集し、法的手段を執る各国の関係者に提供

可能なシステムの構築を行っている。 

オーストラリアでは、SpamMATTERS と呼ばれるレポーティングシステムが利

用されており、利用者は通信メディア庁のウェブサイトにてソフトウェアを

ダウンロードし、自らの端末にインストールすれば、迷惑メールを受信した
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場合に簡易な操作で迷惑メールを通報できるようになっている。現在、オー

ストラリア全土で２７万人の登録者がおり、報告されたデータは国内での法

的な措置に活用されるとともに、海外発の迷惑メールについては諸外国の迷

惑メール対策執行当局や民間の迷惑メール対策機関に報告されている。 

韓国では、多くの携帯電話に迷惑メールの通報機能が基本搭載されており、

この「簡単通報機能」によって寄せられる月間１００万件以上の通報を、情

報保護院が携帯電話向け迷惑メールの対策に活用している。 

 

（図 21：諸外国等における通報・分析システムの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   我が国においても、類似の迷惑メール通報・分析システムを整備し、法執

行のために役立てるとともに、諸外国の迷惑メール対策機関等に対して情報

提供・情報共有を行うことにより、迷惑メール送信者への対応を強化するこ

とが考えられる。  

なお、迷惑メール相談センターのモニター機に着信した広告宣伝メールに

ついては事前の同意のないものであり、改正法のオプトイン規制に違反して

送信されたものであることが明白である。こうしたデータを積極的に活用し、

総務省では警告メールの送信や措置命令等の対応を積極的に進めることが期

待される。 

 

 

 

 

国名・地域 韓国 オーストラリア フランス
アジア太平洋

地域
EU

システム名
ＫＩＳＡスパム対応
システム（Spamcop, 

携帯電話申告制度等）

SpamMATTERS SignalSpam AP-RBL SpotSpam

システム運営

機関

KISA 
(情報保護振興院)

ACMA
（通信メディア庁）

SignalSpamプロ
ジェクト（官民共同）

KISA 
(情報保護振興院)

ECO（独インター

ネット協会）ほか

（欧州委員会から
財政支援）

導入時期 2002年 2004年 2007年 2008年中目途 2005年

利用状況
年間2000件の迷

惑メール送信者
を特定・罰金

27万ユーザから
累計3700万件の
通報を受ける

3.8万ユーザから
累計900万件の
通報を受ける

試験段階
オランダ、スイス

等が参加

備考

PC向け電子メー

ル以外に携帯電
話SMSへの迷惑
メールも収集

外国の当局にも
分析データを提
供

公的機関やISPな
どのパートナーに
分析データを提
供

参加国の当局間
でデータを共有
することを想定

参加国には通報
システムを提供
（SpamBox）
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６．国際連携の推進の在り方 

（１）国際連携を推進する意義 

 インターネットは国際的なネットワークであり、１（２）でも指摘したように、

特に、最近、我が国においては、外国発の迷惑メールが増加していることから、

迷惑メール対策に関する国際的な連携の推進が急務となっている。 

 我が国はこれまでも「国際的スパム執行協力に関するロンドン行動計画（London 

Action Plan）」4や「ソウル・メルボルン スパム対策の協力に関する多国間 MoU」
5に合意し、執行機関相互の情報交換を実施するとともに、二国間においては、フ

ランス、イギリス、カナダ、ドイツとの間で個別に共同声明を行うなど、国際連

携を積極的に進めている。 

 

（図 22：これまでの国際連携） 

これまでの国際連携について
【二国間連携等】【多国間連携】

○ 米国
個別協議のほか、日米情報通信政策協議や日米規制改革イニシア
ティブ（直近では07年10月に要望書を交換）において、迷惑メール
対策について意見交換。

○ カナダ ☆
日加情報通信政策協議（直近は07年10月開催）等で迷惑メール対策
について意見交換。06年10月に迷惑メール対策に関し合意（共同
声明）。

○ ＥＵ
日ＥＵ定期協議（直近は08年3月に開催）等で迷惑メール対策につい
て意見交換。

○ 英国 ☆
日英定期協議等で迷惑メール対策について意見交換。06年9月に
迷惑メール対策に関し合意（共同宣言）

○ フランス ☆
日仏定期協議（次回は08年5月開催予定）等で迷惑メール対策につ
いて意見交換。06年5月に迷惑メール対策に関し合意（共同声明）

○ ドイツ ☆
日独情報通信政策協議等で迷惑メール対策について意見交換。07
年7月に迷惑メール対策に関し合意（共同声明）

○ オーストラリア
日豪情報通信政策協議等で迷惑メール対策について意見交換。

○ 中国・韓国
個別協議のほか、日中韓情報セキュリティＷＧ（直近は07年5月開催）
や第３回日中韓電気通信政策フォーラム（07年10月）において、迷惑
メール対策について意見交換。

米

州

欧

州

ア
ジ
ア
・
オ
セ
ア
ニ
ア

○ ロンドンアクションプラン（LAP: London Action Plan)
・主要国の迷惑メール対策執行当局が参加し、執行当局間の意思疎通
や連携、官民対話の促進などを目的として04年11月に合意された行
動計画であり、以後、同計画に基づき、継続的に活動。07年10月のワ
シントン会合では、CNSA（EUの迷惑メール対策執行機関間の会合）
やMAAWG（迷惑メールへの技術的解決策や運用対策について検討

を行う世界各国の民間事業者の団体）と合同会議を開催し、情報共有
を図るとともに執行に関する実務者向けのトレーニングなども実施。

○ ソウル-メルボルン スパム対策の協力に関する多国間Mou
・アジア太平洋地域の迷惑メール対策執行当局が参加し、迷惑メール
の削減のための協力を推進するために05年4月に合意されたMou（覚

書）であり、以後、同覚書に基づき、各国の法制や、執行当局の取組
について、情報交換を行うとともに、加盟機関間における執行協力に
関する議論を行っている。08年3月には東京で会合を開催。

○ 国際電気通信連合（ＩＴＵ：International Telecommunication Union）

・電気通信分野に関する国際連合の専門機関。世界規制庁シンポジウ
ム（05年11月）等で迷惑メール対策について定期的に意見交換。また、

電気通信技術の標準化を扱うＩＴＵ－Ｔにおいて、現在迷惑メール対策
技術に関する勧告案を検討中であり、08年4月に決定予定。

○ 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

・04年2月「スパムに関するワークショップ」を開催し、迷惑メールに対す
る多面的な方策の枠組みについて検討。06年4月に迷惑メール対策

の枠組みをまとめた「アンチスパム・ツールキット」を取りまとめ公表。
現在、各国執行機関に共通のプラットフォームの構築を検討中。

○ アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）

・電気通信サブグループ等で迷惑メール対策について定期的に意見交
換を実施。08年3月には、東京で電気通信サブグループを開催し、迷
惑メール対策についても議論。

迷
惑
メ
ー
ル
対
策
執
行
当
局
間

国
際
機
関
等

※ ☆印は迷惑メール対策に関し共同声明等を行っている国  

                                                  
4 主要国の迷惑メール対策執行当局が参加し、執行当局間の意思疎通や連携、官民対話の促

進などを目的として 04 年 11 月に合意された行動計画であり、以後、同計画に基づき、継

続的に活動。07 年 10 月のワシントン会合では、CNSA（EU の迷惑メール対策執行機関間

の会合）や MAAWG（迷惑メールへの技術的解決策や運用対策について検討を行う世界各

国の民間事業者の団体）と合同会議を開催し、情報共有を図るとともに執行に関する実務者

向けのトレーニングなども実施。 
5 アジア太平洋地域の迷惑メール対策執行当局が参加し、迷惑メールの削減のための協力を

推進するために 05 年 4 月に合意された MoU（覚書）であり、以後、同覚書に基づき、各

国の法制や、執行当局の取組について、情報交換を行うとともに、加盟機関間における執行

協力に関する議論を行っている。08 年 3 月には東京で会合を開催。 
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海外発の迷惑メールが急増する中、国際連携の更なる強化が求められており、

今後は、 

１）官民双方が協力して多国間・二国間で迷惑メール対策に関わる機関・団体

と積極的に情報交換を行い、その結果をフィードバックするとともに、措置

が可能な点については速やかに対応する。 

２）特に政府の執行当局は外国執行当局との連携を強化し、迷惑メール対策に

関する情報交換を積極的に進め、協力の得られる外国の執行当局の執行に資

する情報を提供し、迷惑メール発信国における措置を促進する必要がある。 

３）また、相互協力として、日本発外国着の迷惑メールの抑制についても必要

な措置を講じていく。 

ことを基本的な考え方とし、具体的には以下の取組を進めていく必要があると考

えられる。 

 

（２）政府間の国際連携 

① 多国間連携 

  ＬＡＰ（ロンドンアクションプラン）、ソウルメルボルン MoU 等に基づき、

関係執行機関の間で迷惑メール対策に関する情報交換を積極的に行うととも

に、多国間会合の場等でも執行に関する協力を呼びかけていくことが必要と

考えられる。また、迷惑メール対策を行う多国間の枠組みの参加国を拡大し、

国際的な協力体制を強化していくことが必要と考えられる。 

 

② 二国間連携 

  特に日本着の迷惑メールの発信の多い外国の執行当局との間での連携を強

化し、情報交換を積極的に進め、協力の得られる外国の執行当局に対しその

職務の遂行に資する情報を提供し、迷惑メール発信国における措置を促進す

ることが重要であると考えられる。 

現在既に中国、香港、台湾、オーストラリアに対しては、総務省が違法性

の確認をしたメールに関し（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センタ

ーから情報提供を行っており、今後はその情報提供の頻度を増やすとともに、

対象国を拡大していくことが考えられる6。 

 

  さらに、改正法施行後は、我が国において措置命令を行うことが適当と思

われるような海外からの迷惑メール送信事案について、改正法の規定を活用

して、総務省から外国の執行当局に情報提供をした上で、外国執行当局から

                                                  
6 現在、中国 ISC、香港 OFTA とは 07 年 12 月から連携を開始し、台湾 NCC とは 08 年 5
月から連携を開始。 
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の措置を行うように働きかけていくことが必要と考えられる。 

 

（図 23：海外発日本着の迷惑メールの発信地となっている国・地域） 
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3

 
 

また、既に迷惑メール対策に関し合意（共同声明等）をしている国との間

では、執行面での協力関係の構築なども含めた一層の関係の強化を図るべき

であると考えられる。 

 

さらに、オランダやオーストラリアなど先進的に迷惑メール対策に取り組

んでいる外国執行当局の間では一層の協力関係を構築し、効果的な対策に必

要な情報等を収集するべきであると考えられる。 

 

（３）民間における国際連携 

   ＭＡＡＷＧやＡＰＣＡＵＣＥ（迷惑メール対策について検討を行うボランテ

ィアから成るアジア太平洋地域の民間団体）等の迷惑メール対策を行う民間の

国際組織において検討されている技術的対策等についての動向を把握すると

ともに我が国から、ＯＰ２５Ｂ等の技術的対策の効果や導入促進等について積

極的に情報提供を行っていくことが重要であると考えられる。 

特に我が国の迷惑メール対策の成功事例を発信し続けていくことや送信国

の事業者等が技術的対策、約款等に基づく措置を講じていくことを促進してい

くことが必要と考えられる。 

特に最近は、日本着の迷惑メールのうちアジア太平洋地域発の迷惑メールが



 

41 

特に増えていることから、ＡＰＣＡＵＣＥでの積極的な活動が期待される。 

また、民間における国際連携の在り方としては、関係団体に所属する者のみ

が国際的な活動を行うだけでなく、民間レベルでも国際的な動向の把握を強化

する必要が生じていることから、関係団体に所属する者のみが国際的な活動を

行うだけでなく、各電気通信事業者等においても、国際的な会合等に参加する

ことや、海外キャリアとの協力関係がある場合は、必要な情報交換を行うこと

や共同して迷惑メール対策を推進していくことなどが期待される。 
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７．総合的な迷惑メール対策推進のための体制 

 以上、本研究会の最終とりまとめでは、特定電子メール法平成２０年改正等

を踏まえた総合的な迷惑メール対策の枠組みとそれに基づく、①オプトイン方

式による法規制の運用・執行の在り方、②技術的対策の在り方、③電気通信事

業者による自主的な措置の在り方、④利用者への周知啓発・相談体制の充実の

在り方、⑤国際連携の推進の在り方を示してきたが、総合的な迷惑メール対策

として何よりも重要なのは、これらの多くの関係者による取組を有機的に連携

させて推進していくための体制を整備することであると考えられる。 

 この点は、平成２０年の特定電子メール法改正の国会審議において関係省庁

間で緊密に連携を取って必要な対応を行う旨や、電気通信事業者等関係者との

密接な協力体制を構築し、官民一体となった実効性のある迷惑メール対策に取

り組む旨が附帯決議されているところである。このため迷惑メール対策に関し、

関係省庁、電気通信事業者、送信事業者、広告事業者、配信ＡＳＰ事業者、セ

キュリティベンダー、各関係団体、消費者、学識経験者、等が参加する枠組み

を整備し、迷惑メールに関する問題状況の共有や対策に関する情報共有、関係

者による迅速な対応を図っていくことが必要と考えられる。 

特に、総務省は、こうした体制の推進者としての役割を果たしていくことが

重要であり、今後も積極的に迷惑メール対策を推進していくことを期待する。 
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おわりに 

  

 本研究会では、約 1 年間にわたり、迷惑メール問題の解決に向け、多角的・

総合的に検討を行い、最終取りまとめとして以上の提言を行った。 

  

迷惑メール対策に特効薬はないと言われているが、これは、関係省庁や、電

気通信事業者、利用者、それらの団体等幅広い関係者が、様々な角度からでき

得る手段を全て講じていくことが必要であることを意味している。 

 

迷惑メールに関しては、常に新たな送信手法が生み出されるなど変化の極め

て激しい問題であり、関係者が情報を共有し、対策の在り方について効果を検

証し、不断の見直しを行いつつ迅速に対応していくことが不可欠であると考え

られる。 

 

また、特に、ボットネットを利用したメールなど単なる迷惑メールを超えた

悪質なメールは、ネットワーク全体を脅かすものとなってきていることから、

セキュリティ対策等と一体的に総合的な対策を講じていくことも必要になって

きていると考えられる。 

 

総務省をはじめとするあらゆる関係者が密接に連携・協力し迷惑メール問題

に取り組むことにより、迷惑メールの大幅な減少が実現し、国民が安全に安心

して電子メールを利用できる環境が整備されることを期待する。 

 



44 
 

○特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成１４年法律第２６号） 

 （平成２０年改正法による改正後の条文） 

 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 特定電子メールの送信の適正化のための措置等（第３条―第１３条） 

 第３章 登録送信適正化機関（第１４条―第２７条） 

 第４章 雑則（第２８条―第３２条） 

 第５章 罰則（第３３条―第３８条） 

 附則 

 

   第１章 総則  

 

（目的） 

第１条 この法律は、一時に多数の者に対してされる特定電子メールの送信等による電

子メールの送受信上の支障を防止する必要性が生じていることにかんがみ、特定電子

メールの送信の適正化のための措置等を定めることにより、電子メールの利用につい

ての良好な環境の整備を図り、もって高度情報通信社会の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

一 電子メール 特定の者に対し通信文その他の情報をその使用する通信端末機器

（入出力装置を含む。以下同じ。）の映像面に表示されるようにすることにより伝

達するための電気通信（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第一号

に規定する電気通信をいう。）であって、総務省令で定める通信方式を用いるもの

をいう。 

二 特定電子メール 電子メールの送信（国内にある電気通信設備（電気通信事業法

第２条第二号に規定する電気通信設備をいう。以下同じ。）からの送信又は国内に

ある電気通信設備への送信に限る。以下同じ。）をする者（営利を目的とする団体

及び営業を営む場合における個人に限る。以下「送信者」という。）が自己又は他

人の営業につき広告又は宣伝を行うための手段として送信をする電子メールをい

う。 

三 電子メールアドレス 電子メールの利用者を識別するための文字、番号、記号そ

の他の符号をいう。 

四 架空電子メールアドレス 次のいずれにも該当する電子メールアドレスをいう。 

イ 多数の電子メールアドレスを自動的に作成する機能を有するプログラム（電子

計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされ

別紙１ 
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たものをいう。）を用いて作成したものであること。 

ロ 現に電子メールアドレスとして利用する者がないものであること。 

五 電子メール通信役務 電子メールに係る電気通信事業法第２条第三号に規定す

る電気通信役務をいう。 

 

   第２章 特定電子メールの送信の適正化のための措置等 

 

（特定電子メールの送信の制限） 

第３条 送信者は、次に掲げる者以外の者に対し、特定電子メールの送信をしてはなら

ない。 

一 あらかじめ、特定電子メールの送信をするように求める旨又は送信をすることに

同意する旨を送信者又は送信委託者（電子メールの送信を委託した者（営利を目的

とする団体及び営業を営む場合における個人に限る。）をいう。以下同じ。）に対

し通知した者 

二 前号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メールアド

レスを送信者又は送信委託者に対し通知した者 

三 前二号に掲げるもののほか、当該特定電子メールを手段とする広告又は宣伝に係

る営業を営む者と取引関係にある者 

四 前三号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メールア

ドレスを公表している団体又は個人（個人にあっては、営業を営む者に限る。） 

２ 前項第一号の通知を受けた者は、総務省令で定めるところにより特定電子メールの

送信をするように求めがあったこと又は送信をすることに同意があったことを証す

る記録を保存しなければならない。 

３ 送信者は、第１項各号に掲げる者から総務省令で定めるところにより特定電子メー

ルの送信をしないように求める旨（一定の事項に係る特定電子メールの送信をしない

ように求める場合にあっては、その旨）の通知を受けたとき（送信委託者がその通知

を受けたときを含む。）は、その通知に示された意思に反して、特定電子メールの送

信をしてはならない。ただし、電子メールの受信をする者の意思に基づき広告又は宣

伝以外の行為を主たる目的として送信される電子メールにおいて広告又は宣伝が付

随的に行われる場合その他のこれに類する場合として総務省令で定める場合は、この

限りでない。 

 

（表示義務） 

第４条 送信者は、特定電子メールの送信に当たっては、総務省令で定めるところによ

り、その受信をする者が使用する通信端末機器の映像面に次に掲げる事項（前条第３

項ただし書の総務省令で定める場合においては、第二号に掲げる事項を除く。）が正

しく表示されるようにしなければならない。 

一 当該送信者（当該電子メールの送信につき送信委託者がいる場合は、当該送信者

又は当該送信委託者のうち当該送信に責任を有する者）の氏名又は名称 
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二 前条第３項本文の通知を受けるための電子メールアドレス又は電気通信設備を

識別するための文字、番号、記号その他の符号であって総務省令で定めるもの 

三 その他総務省令で定める事項 

 

（送信者情報を偽った送信の禁止） 

第５条 送信者は、電子メールの送受信のために用いられる情報のうち送信者に関する

ものであって次に掲げるもの（以下「送信者情報」という。）を偽って特定電子メー

ルの送信をしてはならない。 

一 当該電子メールの送信に用いた電子メールアドレス 

二 当該電子メールの送信に用いた電気通信設備を識別するための文字、番号、記号

その他の符号 

 

（架空電子メールアドレスによる送信の禁止） 

第６条 送信者は、自己又は他人の営業のために多数の電子メールの送信をする目的

で、架空電子メールアドレスをそのあて先とする電子メールの送信をしてはならな

い。 

 

 （措置命令） 

第７条 総務大臣は、送信者が一時に多数の者に対してする特定電子メールの送信その

他の電子メールの送信につき、第３条若しくは第４条の規定を遵守していないと認め

る場合又は送信者情報を偽った電子メール若しくは架空電子メールアドレスをその

あて先とする電子メールの送信をしたと認める場合において、電子メールの送受信上

の支障を防止するため必要があると認めるときは、当該送信者（これらの電子メール

に係る送信委託者が当該電子メールの送信に係る第３条第１項第一号又は第二号の

通知の受領、同条第２項の記録の保存その他の当該電子メールの送信に係る業務の一

部を行った場合であって、当該電子メールの送信につき、当該送信委託者の責めに帰

すべき事由があると認められるときは、当該送信者及び当該送信委託者）に対し、電

子メールの送信の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。 

 

（総務大臣に対する申出） 

第８条 特定電子メールの受信をした者は、第３条から第５条までの規定に違反して特

定電子メールの送信がされたと認めるときは、総務大臣に対し、適当な措置をとるべ

きことを申し出ることができる。 

２ 電子メール通信役務を提供する者は、第６条の規定に違反して架空電子メールアド

レスをそのあて先とする電子メールの送信がされたと認めるときは、総務大臣に対

し、適当な措置をとるべきことを申し出ることができる。 

３ 総務大臣は、前２項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、その結

果に基づき必要があると認めるときは、この法律に基づく措置その他適当な措置をと
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らなければならない。 

 

（苦情等の処理） 

第９条 特定電子メールの送信者は、その特定電子メールの送信についての苦情、問合

せ等については、誠意をもって、これを処理しなければならない。 

 

 （電気通信事業者による情報の提供及び技術の開発等） 

第１０条 電子メール通信役務を提供する電気通信事業者（電気通信事業法第２条第五

号に規定する電気通信事業者をいう。以下同じ。）は、その役務の利用者に対し、特

定電子メール、送信者情報を偽った電子メール又は架空電子メールアドレスをそのあ

て先とする電子メール（以下「特定電子メール等」という。）による電子メールの送

受信上の支障の防止に資するその役務に関する情報の提供を行うように努めなけれ

ばならない。 

２ 電子メール通信役務を提供する電気通信事業者は、特定電子メール等による電子メ

ールの送受信上の支障の防止に資する技術の開発又は導入に努めなければならない。 

 

 （電気通信役務の提供の拒否） 

第１１条 電気通信事業者は、送信者情報を偽った電子メールの送信がされた場合にお

いて自己の電子メール通信役務の円滑な提供に支障を生じ、又はその利用者における

電子メールの送受信上の支障を生ずるおそれがあると認められるとき、一時に多数の

架空電子メールアドレスをそのあて先とする電子メールの送信がされた場合におい

て自己の電子メール通信役務の円滑な提供に支障を生ずるおそれがあると認められ

るとき、その他電子メールの送受信上の支障を防止するため電子メール通信役務の提

供を拒むことについて正当な理由があると認められる場合には、当該支障を防止する

ために必要な範囲内において、当該支障を生じさせるおそれのある電子メールの送信

をする者に対し、電子メール通信役務の提供を拒むことができる。 

 

 （電気通信事業者の団体に対する指導及び助言） 

第１２条 総務大臣は、民法（明治２９年法律第８９号）第３４条の規定により設立さ

れた法人であって、その会員である電気通信事業者に対して情報の提供その他の特定

電子メール等による電子メールの送受信上の支障の防止に資する業務を行うものに

対し、その業務に関し必要な指導及び助言を行うように努めるものとする。 

 

 （研究開発等の状況の公表） 

第１３条 総務大臣は、毎年少なくとも一回、特定電子メール等による電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術の研究開発及び電子メール通信役務を提供する電

気通信事業者によるその導入の状況を公表するものとする。 

 

第３章 登録送信適正化機関  
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（登録送信適正化機関の登録）  

第１４条 総務大臣は、その登録を受けた者（以下「登録送信適正化機関」という。）

に、次に掲げる業務（以下「特定電子メール等送信適正化業務」という。）を行わせ

ることができる。  

一 第８条第１項又は第２項の規定による総務大臣に対する申出をしようとする者

に対し指導又は助言を行うこと。  

二 総務大臣から求められた場合において、第８条第３項の申出に係る事実関係につ

き調査を行うこと。  

三 特定電子メール等に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。  

２ 前項の登録は、特定電子メール等送信適正化業務を行おうとする者の申請により行

う。  

 

（欠格条項）  

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第１項の登録を受けることができ

ない。  

一 この法律又はこの法律に基づく命令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者  

二 第２５条の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない

者 

三 法人であって、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があ

るもの  

 

（登録基準）  

第１６条 総務大臣は、第１４条第２項の規定により登録を申請した者が次に掲げる要

件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければならない。この場合におい

て、登録に関して必要な手続は、総務省令で定める。  

一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学若しくは高等専門学校におい

て電気通信に関する科目を修めて卒業した者でその後１年以上電子メール通信役

務に関する実務に従事した経験を有するもの又はこれと同等以上の知識経験を有

する者が特定電子メール等送信適正化業務に従事するものであること。  

二 次に掲げる特定電子メール等送信適正化業務を適正に行うための措置がとられ

ていること。 

イ 特定電子メール等送信適正化業務を行う部門に専任の管理者を置くこと。 

ロ 特定電子メール等送信適正化業務の管理及び適正な実施の確保に関する文書

が作成されていること。 

ハ ロに掲げる文書に記載されたところに従い特定電子メール等送信適正化業務

の管理及び適正な実施の確保を行う専任の部門を置くこと。 

２ 登録は、登録送信適正化機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 
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一 登録年月日及び登録番号  

二 登録送信適正化機関の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者

の氏名  

三 登録送信適正化機関が特定電子メール等送信適正化業務を行う事務所の名称及

び所在地 

 

（登録の更新） 

第１７条 第１４条第１項の登録は、３年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によって、その効力を失う。 

２ 第１４条第２項及び前２条の規定は、前項の登録の更新について準用する。  

 

（特定電子メール等送信適正化業務の実施に係る義務） 

第１８条 登録送信適正化機関は、公正に、かつ、第１６条第１項各号に掲げる要件及

び総務省令で定める基準に適合する方法により特定電子メール等送信適正化業務を

行わなければならない。 

 

（変更の届出） 

第１９条 登録送信適正化機関は、第１６条第２項第二号又は第三号に掲げる事項を変

更しようとするときは、変更しようとする日の２週間前までに、その旨を総務大臣に

届け出なければならない。 

 

（業務規程） 

第２０条 登録送信適正化機関は、特定電子メール等送信適正化業務に関する規程（次

項において「業務規程」という。）を定め、特定電子メール等送信適正化業務の開始

前に、総務大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様と

する。 

２ 業務規程には、特定電子メール等送信適正化業務の実施の方法その他の総務省令で

定める事項を定めておかなければならない。  

 

（業務の休廃止）  

第２１条 登録送信適正化機関は、特定電子メール等送信適正化業務の全部又は一部を

休止し、又は廃止しようとするときは、総務省令で定めるところにより、あらかじめ、

その旨を総務大臣に届け出なければならない。  

 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第２２条 登録送信適正化機関は、毎事業年度経過後３月以内に、その事業年度の財産

目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代え

て電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも



50 
 

のをいう。以下この条において同じ。）の作成がされている場合における当該電磁的

記録を含む。次項及び第３８条において「財務諸表等」という。）を作成し、５年間

事務所に備えて置かなければならない。 

２ 特定電子メールの受信をした者その他の利害関係人は、登録送信適正化機関の業務

時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四

号の請求をするには、登録送信適正化機関の定めた費用を支払わなければならない。  

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請

求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録

された事項を総務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって総務省令で定めるも

のにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

 

（適合命令） 

第２３条 総務大臣は、登録送信適正化機関が第１６条第１項各号のいずれかに適合し

なくなったと認めるときは、その登録送信適正化機関に対し、これらの規定に適合す

るため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

 

（改善命令）  

第２４条 総務大臣は、登録送信適正化機関が第１８条の規定に違反していると認める

ときは、その登録送信適正化機関に対し、同条の規定による特定電子メール等送信適

正化業務を行うべきこと又は特定電子メール等送信適正化業務の方法の改善に関し

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

 

（登録の取消し等）  

第２５条 総務大臣は、登録送信適正化機関が次の各号のいずれかに該当するときは、

その登録を取り消し、又は期間を定めて特定電子メール等送信適正化業務の全部若し

くは一部の停止を命ずることができる。  

一 第１５条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。  

二 第１９条から第２１条まで、第２２条第１項又は次条の規定に違反したとき。  

三 正当な理由がないのに第２２条第２項各号の規定による請求を拒んだとき。  

四 前２条の規定による命令に違反したとき。  

五 不正の手段により第１４条第１項の登録を受けたとき。  

 

（帳簿の記載）  

第２６条 登録送信適正化機関は、総務省令で定めるところにより、帳簿を備え、特定

電子メール等送信適正化業務に関し総務省令で定める事項を記載し、これを保存しな

ければならない。  
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（公示）  

第２７条 総務大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。  

一 第１４条第１項の登録をしたとき。  

二 第１９条の規定による届出があったとき。  

三 第２１条の規定による届出があったとき。  

四 第２５条の規定により第１４条第１項の登録を取り消し、又は特定電子メール等

送信適正化業務の停止を命じたとき。 

 

   第４章 雑則 

 

（報告及び立入検査） 

第２８条 総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、特定電子メール等の送

信者若しくは送信委託者に対し、これらの送信に関し必要な報告をさせ、又はその職

員に、これらの送信者若しくは送信委託者の事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の

物件を検査させることができる。 

２ 総務大臣は、特定電子メール等送信適正化業務の適正な運営を確保するために必要

な限度において、登録送信適正化機関に対し、特定電子メール等送信適正化業務若し

くは資産の状況に関し必要な報告をさせ、又はその職員に、登録送信適正化機関の事

務所に立ち入り、特定電子メール等送信適正化業務の状況若しくは帳簿、書類その他

の物件を検査させることができる。 

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

４ 第１項又は第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

 

（送信者に関する情報の提供の求め） 

第２９条 総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、電気通信事業者その他

の者であって、電子メールアドレス又は電気通信設備を識別するための文字、番号、

記号その他の符号（特定電子メール等の受信をする者が使用する通信端末機器の映像

面に表示されたもの又は特定電子メール等の送受信のために用いられたもののうち

送信者に関するものに限る。）を使用する権利を付与したものから、当該権利を付与

された者の氏名又は名称、住所その他の当該権利を付与された者を特定するために必

要な情報の提供を求めることができる。 

 

 （外国執行当局への情報提供） 

第３０条 総務大臣は、この法律に相当する外国の法令を執行する外国の当局（以下こ

の条において「外国執行当局」という。）に対し、その職務（この法律に規定する職

務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に資すると認める情報の提供
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を行うことができる。 

２ 前項の規定による情報の提供については、当該情報が当該外国執行当局の職務の遂

行以外に使用されず、かつ、次項の規定による同意がなければ外国の刑事事件の捜査

（その対象たる犯罪事実が特定された後のものに限る。）又は審判（同項において「捜

査等」という。）に使用されないよう適切な措置がとられなければならない。 

３ 総務大臣は、外国執行当局からの要請があったときは、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、第１項の規定により提供した情報を当該要請に係る外国の刑事事件

の捜査等に使用することについて同意をすることができる。 

 一 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪が政治犯罪であると

き、又は当該要請が政治犯罪について捜査等を行う目的で行われたものと認められ

るとき。 

 二 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪に係る行為が日本国

内において行われたとした場合において、その行為が日本国の法令によれば罪に当

たるものでないとき。 

 三 日本国が行う同種の要請に応ずる旨の要請国の保証がないとき。 

４ 総務大臣は、前項の同意をする場合においては、あらかじめ、同項第一号及び第二

号に該当しないことについて法務大臣の確認を、同項第三号に該当しないことについ

て外務大臣の確認を、それぞれ受けなければならない。 

 

（都道府県が処理する事務） 

第３１条 この法律に規定する総務大臣の権限に属する事務の一部は、政令で定めると

ころにより、都道府県知事が行うこととすることができる。 

 

 （経過措置） 

第３２条 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃するときは、その命令で、

その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

 

   第５章 罰則 

 

第３３条 第２５条の規定による業務の停止の命令に違反した者は、１年以下の懲役若

しくは１００万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 

第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。 

一 第５条の規定に違反した者 

二 第７条の規定による命令（第３条第２項の規定による記録の保存に係るものを除

く。）に違反した者 
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第３５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１００万円以下の罰金に処する。 

一 第７条の規定による命令（第３条第２項の規定による記録の保存に係るものに限

る。）に違反した者 

二 第２８条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 

第３６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

一 第２１条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 第２６条の規定に違反して同条に規定する事項の記載をせず、若しくは虚偽の記

載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

三 第２８条第２項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 

第３７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を

罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の

罰金刑を科する。 

 一 第３４条 ３０００万円以下の罰金刑 

二 第３３条、第３５条又は前条 各本条の罰金刑 

 

第３８条 第２２条第１項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に

記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は正当な理由がないのに同

条第２項各号の規定による請求を拒んだ者は、２０万円以下の過料に処する。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後３年以内に、電気通信に係る技術の水準その他の事情を

勘案しつつ、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 （平成１５年７月２４日法律第１２５号）（抄） 

 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で定め
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る日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める日

から施行する。 

一・二 （略） 

三 第２条の規定、第３条中会社法第１１条第２項の改正規定並びに附則第６条から

附則第１５条まで、附則第２１条から附則第３１条まで、附則第３４条から附則第

４１条まで及び附則第４４条から附則第４８条までの規定 公布の日から起算し

て１年を超えない範囲内において政令で定める日 

 

附 則 （平成１７年５月２０日法律第４６号） 

 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、次条及び附則第６条の規定は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 この法律による改正後の特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下

「新法」という。）第１４条第１項の登録を受けようとする者は、この法律の施行前

においても、その申請を行うことができる。新法第２０条第１項の規定による業務規

程の届出についても、同様とする。 

 

第３条 この法律の施行の際現にこの法律による改正前の特定電子メールの送信の適

正化等に関する法律（次条において「旧法」という。）第１３条第１項の規定により

指定を受けている者は、この法律の施行の日から起算して６月を経過する日までの間

は、新法第１４条第１項の登録を受けているものとみなす。 

 

第４条 前条に規定するもののほか、この法律の施行前に旧法の規定（これに基づく命

令を含む。）によってした処分、手続その他の行為であって、新法中相当する規定が

あるものは、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第５条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（政令への委任） 

第６条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要とな

る経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第７条 政府は、この法律の施行後３年以内に、電気通信に係る技術の水準その他の事
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情を勘案しつつ、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （平成１７年７月２６日法律第８７号）（抄） 

 

この法律は、会社法の施行の日から施行する。 

 

附 則 （平成２０年 月  日法律第  号）（未公布） 

 

  （施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、附則第５条の規定は、公布の日から施行する。 

 

  （特定電子メールの送信についての同意等に関する経過措置） 

第２条 この法律の施行の際既に特定電子メール（この法律による改正後の特定電子メ

ールの送信の適正化等に関する法律（以下この条及び次条において「新法」という。）

第２条第二号に規定する特定電子メールをいう。以下この条において同じ。）の送信

者（新法第２条第二号に規定する送信者をいう。以下この条において同じ。）又は送

信委託者（新法第３条第１項第一号に規定する送信委託者をいう。以下この条におい

て同じ。）に対し、その送信を求める旨又はその送信をすることに同意する旨の通知

をしている者は、新法第３条第１項第一号に掲げる者とみなす。 

２ この法律の施行の際既に自己の電子メールアドレス（新法第２条第三号に規定する

電子メールアドレスをいう。）を送信者又は送信委託者に対し通知している者は、新

法第３条第１項第二号に掲げる者とみなす。 

３ この法律の施行の際既に送信者又は送信委託者にされている通知であって特定電

子メールの送信をしないように求める旨（一定の事項に係る特定電子メールの送信を

しないように求める場合にあっては、その旨）のものは、新法第３条第３項に規定す

る通知とみなす。 

 

  （措置命令に関する経過措置） 

第３条 この法律の施行前にこの法律による改正前の特定電子メールの送信の適正化

等に関する法律（以下この条において「旧法」という。）第７条の規定によりした命

令（新法中相当する規定のある旧法の規定に係るものに限る。）は、新法第７条の規

定によりした命令とみなす。 

 

  （罰則に関する経過措置） 

第４条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 
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（政令への委任） 

第５条 前３条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要となる経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

  （検討） 

第６条 政府は、この法律の施行後３年以内に、電気通信に係る技術の水準その他の事

情を勘案しつつ、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 
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省令の考え方について 

１．通信方式 

 （定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 電子メール 特定の者に対し通信文その他の情報をその使用する通信端末機器（入出力

装置を含む。以下同じ。）の映像面に表示されるようにすることにより伝達するための電気

通信（電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第一号に規定する電気通信

をいう。）であって、総務省令で定める通信方式を用いるものをいう。 

二～五 （略） 

 

〔考え方〕 

○ 総務省令で定める通信方式として、現行省令で規定されているＳＭＴＰ及びＳ

ＭＳに加え、最近、利用の進んでいるウェブメールサービスを利用した送受信の

場合も対象になることを明確化する必要があると考えられる。 

 

〔規定イメージ〕 

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下「法」という。）第二条第一号の総

務省令で定める通信方式は、次に掲げるものとする。 

一 シンプルメールトランスファープロトコル 

二 携帯して使用する通信端末機器に、電話番号を送受信のために用いて通信文その他の

情報を伝達する通信方式 

三 利用者を識別するために第一号に掲げる通信方式と同一の形式の電子メールアドレ

スを用いる通信方式であって、第一号に掲げる通信方式による電子メールの送受信に当

たって通信端末機器と他の電気通信設備の間において付随的に行われる電気通信に用

いられるもの 

 

〔参考：現行省令における規定〕 

（通信方式） 

第一条 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下「法」という。）第二条

第一号の総務省令で定める通信方式は、次に掲げるものとする。 

一 シンプルメールトランスファープロトコル 

二 携帯して使用する通信端末機器に、電話番号を送受信のために用いて通信文そ

の他の情報を伝達する通信方式 

 

 

別紙２ 
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２．オプトインの例外  

（特定電子メールの送信の制限） 

第三条 送信者は、次に掲げる者以外の者に対し、特定電子メールの送信をしてはならない。

一 あらかじめ、特定電子メールの送信をするように求める旨又は送信をすることに同意

する旨を送信者又は送信委託者（電子メールの送信を委託した者（営利を目的とする団

体及び営業を営む場合における個人に限る。）をいう。以下同じ。）に対し通知した者 

二 前号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メールアドレス

を送信者又は送信委託者に対し通知した者 

三 前二号に掲げるもののほか、当該特定電子メールを手段とする広告又は宣伝に係る営

業を営む者と取引関係にある者 

四 前三号に掲げるもののほか、総務省令で定めるところにより自己の電子メールアドレ

スを公表している団体又は個人（個人にあっては、営業を営む者に限る。） 

２・３ （略） 

 

〔考え方〕 

○ 送信者又は送信委託者に対して明示の同意の通知がない場合でも、受信者に特

定電子メールが送信されることが認められうる場合について規定すべきと考えら

れる。 

 

○ 第二号の総務省令は、以下を対象に規定することが考えられる。 

 ① 名刺などの書面により自己の電子メールアドレスを通知した場合 

 ② 以下の場合において、電子メール、ウェブサイトなどの方法により自己の電

子メールアドレスを通知した場合 

・ 第一号の同意の取得・確認のために電子メールを送信する場合 

・ いわゆるフリーメールサービスを利用して送信するとき等に付随的に広告・

宣伝が含まれる場合 

 

〔規定イメージ〕 

（電子メールアドレス通知の方法） 

法第三条第一項第二号の規定による自己の電子メールアドレスの送信者又は送信委託者に

対する通知は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法により

行うものとする。 

一 次の各号のいずれかに掲げる場合 適宜の方法 

イ その通知の後に当該送信者が当該電子メールアドレスをあて先としてフリーメール

サービスを利用した電子メール等オプトアウト義務の例外となる特定電子メール（４．

(2)参照）の送信をする場合 

ロ その通知の後に当該電子メールアドレスをあて先として当該送信者が同意確認電子

メール（同意の通知を受けるための特定電子メールをいう。以下同じ。）の送信をし、
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その受信をした者から同意の通知を受けた場合にのみ、その者に対し当該同意確認電

子メール以外の特定電子メールの送信をする場合 

 ニ その他の場合 書面により通知する方法 

２ 前項の規定にかかわらず、法第三条第三項の拒否の通知（オプトアウトの通知）は、電

子メールアドレスの通知には該当しないものとする。 
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○ 第四号の総務省令は、以下のとおりとすることが考えられる。 

・ ウェブサイト上で電子メールアドレスを自ら公表している場合を規定するこ

と。 

・ この場合、電子メールアドレスの公表と併せて特定電子メールの受信を拒否

する旨の表示をしている場合は除くこととすること。 

・ また、受信を拒否する旨の表示に関しては、明確性を確保する観点から、表

示に用いられる用語（「特定電子メール」、「広告メール」、「宣伝メール」等の文

字と、「拒否」、「お断り」、「送信しない」等の文字を組み合わせたもの）を省令

等で規定しておくことが考えられる。 

 

※  本省令は、今回の法改正に伴い、新たに規定が必要になるもの。 

 

〔規定イメージ〕 

（電子メールアドレス公表の方法） 

法第三条第一項第四号の規定による自己の電子メールアドレスの公表は、インターネットを

利用して自己の電子メールアドレスを公衆が閲覧できる状態に置く方法（その電子メールアド

レスと併せて、特定電子メールの送信をしないように求めることを目的として総務大臣が別に

告示する文字（※）をインターネットを利用して公衆が閲覧できる状態に置いている場合を除

く。）とする。 

 

（※）「特定電子メール」、「広告メール」、「宣伝メール」等の文字と、「拒否」、「お断り」、「送

信しない」等の文字を組み合わせたものを告示で定めることを想定。 
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３．記録保存の方法 

（特定電子メールの送信の制限） 

第三条 （略） 

 ２ 前項第一号の通知を受けた者は、総務省令で定めるところにより特定電子メールの送信

をするように求めがあったこと又は送信をすることに同意があったことを証する記録を保

存しなければならない。 

 ３ （略） 

 

〔考え方〕 

○ 同意を証する記録の保存については、オプトイン規制を実施するために必要か

つ保存を義務づけられる事業者にとって過度な負担にならずに実施可能なように

定められるべきと考えられる。 

 

○ 総務省令において法令上の義務として記録保存の対象とするものは以下のとお

りとすることが考えられる。 

①  送信をするように求めがあった又は送信をすることに同意があった送信先

の電子メールアドレス 

②  個別の電子メールアドレスに関し送信の同意を取得した際の時期、方法等の

状況を示す記録、又は、同意の取得をウェブサイトから行う場合には当該同意

の取得に際して示すウェブサイトの画面構成、書面（ＦＡＸを含む。）で行う

場合は当該同意の取得に際し示す書面の書式、電子メールの送信と返信により

行う場合は当該同意の取得に際し示す電子メールの内容 

 

○ 記録の保存期間については、当該同意に基づく特定電子メールの送信が行われ

る間は保存することとするのが適当と考えられる。 

 

 

※ 本省令は、今回の法改正に伴い、新たに規定が必要になるもの。 
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〔規定イメージ〕 

（同意を証する記録の保存方法） 

法第三条第二項の規定による特定電子メールの送信をするように求めがあったこと又は送

信をすることに同意があったことを証する記録は、法第三条第一項第一号の通知を受けた電子

メールアドレス（法第三条第一項第二号から第四号の者の電子メールアドレスと一体で管理さ

れている場合を含む。）、並びに、その電子メールアドレスに関しその通知を受け付けた時期、

方法等の状況を示す記録、又は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号の定

める記録（改正法の施行前に当該各号に定める行為がなされた場合で、その行為に係る記録が

保存されていない場合を除く。）。 

一 法第三条第一項第一号の通知をしようとする者に対し書面を提示又は交付すること（フ

ァクシミリにより交付した場合を含む。）により法第三条第一項第一号の通知を受けた場

合 当該書面に記載した定型的な事項の記録 

二 法第三条第一項第一号の通知をしようとする者に対し電子メールの送信をすることに

より法第三条第一項第一号の通知を受けた場合 当該電子メールの通信文 

三 前号に掲げる場合のほか、法第三条第一項第一号の通知をしようとする者に対しインタ

ーネットを用いて通信文を伝達することにより法第三条第一項第一号の通知を受けた場

合 当該通信文の伝達をした際に当該通知をした者の通信端末機器の映像面に表示され

た定型的な事項の記録 

２ 前項の記録は、その記録に係る特定電子メールの送信をする間保存しなければならない。 
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４．オプトインの後のオプトアウト 

（特定電子メールの送信の制限） 

第三条 （略） 

 ２ （略） 

 ３ 送信者は、第一項各号に掲げる者から（１）総務省令で定めるところにより特定電子メー

ルの送信をしないように求める旨（一定の事項に係る特定電子メールの送信をしないように

求める場合にあっては、その旨）の通知を受けたとき（送信委託者がその通知を受けたとき

を含む。）は、その通知に示された意思に反して、特定電子メールの送信をしてはならない。

ただし、電子メールの受信をする者の意思に基づき広告又は宣伝以外の行為を主たる目的と

して送信される電子メールにおいて、広告又は宣伝が付随的に行われる場合その他のこれに

類する場合として（２）総務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

〔考え方〕 

○ (1)オプトアウトの通知の方法については、現行のオプトアウトの規定の場合と

同様に方法を限定しないことでよいと考えられる。 

 

〔規定イメージ〕 

法第三条第三項本文の規定による特定電子メールの送信をしないように求める旨（一定

の事項に係る特定電子メールの送信のみをしないように求める場合にあってはその旨、特

定電子メールの送信を一定の期間しないように求める場合にあってはその旨及びその期

間）の通知は、特定電子メールの受信に係る電子メールアドレスを明らかにして、電子メ

ールその他適宜の方法によって行うものとする。 

 

 

〔参考：現行省令における規定〕 

（特定電子メールの送信をしないように求める旨の通知の方法） 

第四条 法第四条の規定による特定電子メールの送信をしないように求める旨（一定の

事項に係る特定電子メールの送信のみをしないように求める場合にあってはその旨、

特定電子メールの送信を一定の期間しないように求める場合にあってはその旨及び

その期間）の通知は、特定電子メールの受信に係る電子メールアドレスを明らかにし

て、電子メールその他適宜の方法によって行うものとする。 
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○ (2)オプトアウトの例外とする場合については、以下のとおりとすることが適当

と考えられる。 

① 契約に伴う料金請求等やサービス内容の変更のための事務連絡等の電子メー

ルに付随的に広告・宣伝が含まれる場合  

② いわゆるフリーメールサービスを利用して送信する電子メールに付随的に広

告・宣伝が含まれる場合 

③ 契約の前段のやり取りとして顧客から行われる問い合わせに対する返信等に

付随的に広告・宣伝が含まれる場合 

 

※ 本省令は、今回の法改正に伴い、新たに規定が必要になるもの。 

 

〔規定イメージ〕 

法第三条第三項ただし書の総務省令で定める場合は、次の各号のいずれかに掲げる場合

とする。 

一 契約の申込みをした者又は契約を締結した者に対し当該契約の申込み、内容又は履行

に関する事項を通知するために送信がされる電子メールにおいて、広告又は宣伝が付随

的に行われる場合 

二 送信者又は受信者に対し広告又は宣伝が行われることを条件として提供される電子

メール通信役務を用いて電子メールの送信をする場合であって、その電子メールにおい

て当該電子メール通信役務の提供をする者により広告又は宣伝が付随的に行われる場

合 

三 前二号に掲げる場合のほか、電子メールの受信をする者の意思に反しない範囲内にお

いて広告又は宣伝以外の行為を主たる目的として送信される電子メールにおいて、広告

又は宣伝が付随的に行われる場合 
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５．表示義務 

（表示義務） 

第四条 送信者は、特定電子メールの送信に当たっては、（１）総務省令で定めるところにより、

その受信をする者が使用する通信端末機器の映像面に次の事項（前条第三項の総務省令で

定める場合においては、第二号に掲げる事項を除く。）が正しく表示されるようにしなけれ

ばならない。 

 一 当該送信者（当該電子メールの送信につき送信委託者がいる場合は、当該送信者又は

  当該送信委託者のうち当該送信に責任を有する者）の氏名又は名称 

二 前条第三項本文の通知を受けるための電子メールアドレス又は電気通信設備を識別す

るための文字、番号、記号その他の符号であって（２）総務省令で定めるもの 

 三 その他（３）総務省令で定める事項 

〔考え方〕 

○ (1)の総務省令（表示の方法等）に関しては、法で定める表示事項（法第四条第

一号及び第二号）については電子メールの中の任意の場所に分かりやすく表示す

ることとするのが適当と考えられる。 

 

○ また、省令で定めるその他の表示事項については原則としてリンク先に表示す

ることも認めることが適当と考えられる。ただし、(3)で定める表示事項のうちオ

プトアウトの通知ができる旨の記載は、オプトアウトの通知先である電子メール

アドレス又はＵＲＬの直前又は直後に記載すべきとするべきと考えられる。また、

受信者が表示を認識できるようにするため符号化方法についても規定することが

適当と考えられる。 

 

〔規定イメージ〕 

法第四条各号に定める事項が表示されるようにしなければならない場所は、次の各号に掲

げる事項の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める場所とする。 

一 送信責任者（法第四条第一号に掲げる者）の氏名又は名称、及びオプトアウトの通知

を受けるための電子メールアドレス又はＵＲＬ 当該特定電子メールに係る受信者が

容易に認識できる任意の場所（リンク先を含まない。） 

二 送信責任者の住所及び苦情・問い合わせ等を受けることのできる電話番号、電子メー

ルアドレス又はＵＲＬ 任意の場所（リンク先を含む。） 

三 電子メールアドレス若しくはＵＲＬをあて先として又は返信によりオプトアウトの

通知ができる旨 これらの電子メールアドレス又はＵＲＬの表示がされた部分の直前

又は直後（返信によりオプトアウトの通知を行うとする場合にあっては、リンク先を含

まない任意の場所） 

２ 前項各号に掲げる事項（同項第二号に掲げる事項については、メール本文に表示する場

合に限る。）は、通信文で用いられるものと同一の文字コードを用いて符号化することに

より表示されるようにしなければならない。ただし、特定電子メールの送信に必要な範囲
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において、他の符号化方法により重ねて符号化したものは、重ねて符号化する前の文字コ

ードを用いて符号化しているものとみなす。 

〔参考：現行省令における規定〕 

（表示の方法等）  

第二条  特定電子メールの送信者は、次の各号に掲げる事項がそれぞれ当該各号に定

める場所に表示されるようにしなければならない。  

一 法第三条第一号に掲げる事項 当該特定電子メールに係る表題部の最前部（前条

第二号に掲げる通信方式を用いるものであって表題部が存在しないものにあって

は、通信文より前の部分の最前部） 

二 法第三条第二号に掲げる事項（当該特定電子メールの送信者の氏名又は名称に限

る。）、同条第三号に掲げる事項及び同条第四号に掲げる事項（次条第一号に掲げる

事項に限る。） 当該特定電子メールに係る通信文より前  

三 法第三条第二号に掲げる事項（当該特定電子メールの送信者の住所に限る。）及

び同条第四号に掲げる事項（前条第一号に掲げる通信方式を用いる特定電子メール

に係る次条第二号に掲げる事項に限る。） 任意の場所（当該事項を当該特定電子

メールに係る場所以外の場所に表示されるようにするときは、その場所を示す情報

を当該特定電子メールに係る任意の場所に表示されるようにしなければならな

い。） 

四 法第三条第四号に掲げる事項（前条第二号に掲げる通信方式を用いる特定電子メ

ールに係る次条第二号に掲げる事項に限る。） 当該特定電子メールに係る送信者

の電話番号の表示部  

２ 法第三条第一号に掲げる事項の表示は、「未承諾広告※」とする。  

３ 第一項第一号から第三号までに掲げる事項（同項第三号に掲げる事項については、

当該特定電子メールに係る任意の場所に表示されるようにするときに限る。）は、通

信文で用いられるものと同一の文字コードを用いて符号化することにより表示され

るようにしなければならない。ただし、特定電子メールの送信に必要な範囲において、

他の符号化方法により重ねて符号化したものは、重ねて符号化する前の文字コードを

用いて符号化しているものとみなす。  

４ 送信者は、第一項第二号に掲げる事項の表示の直前に、「〈送信者〉」と表示される

ようにしなければならない。 
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○ (2)の総務省令（オプトアウトの通知を受けるための電気通信設備を識別するた

めの文字、番号、記号その他の符号）としては、ＵＲＬとすることが適当と考え

られ、利用者が容易に解除を行えるようになっていることを条件とすることが必

要と考えられる。 

 

 

※ 本省令は、今回の法改正に伴い、新たに規定が必要になるもの。 

 

〔規定イメージ〕 

法第四条第二号の総務省令で定める電気通信設備を識別するための文字、番号、記号その

他の符号は、ＵＲＬ又はそれに対応するハイパーリンクとして表示される文字等とする。 

２ 前項のＵＲＬは、それにより識別される電気通信設備に接続した後法第三条第三項本文

の通知をするために必要な情報が明確かつ平易に利用者に提供されることその他利用者

が容易に法第三条第三項本文の通知をすることができるよう必要な措置が確保されたも

のでなくてはならない。 
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○ (3)の総務省令（その他の表示を要する事項）としては、①オプトアウトの通知

をできる旨の記載、②住所、③苦情・問合せ等を受け付けることができる電話番

号、電子メールアドレス又はＵＲＬとすることが適当と考えられる。 

 

〔規定イメージ〕 

法第四条第三号の総務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。ただし、オプトアウ

ト義務の例外となる特定電子メール（４．(2)参照）を除く。 

一 電子メールアドレス若しくはＵＲＬをあて先とする方法又は返信をする方法により

特定電子メールの送信をしないように求める旨の通知を行うことができる旨 

二 法第四条第一号に掲げる者（送信責任者）の住所 

三 特定電子メールの送信についての苦情、問合せ等を受け付けることのできる電話番号、

電子メールアドレス又はＵＲＬ 

 

〔参考：現行省令における規定〕 

（その他の表示を要する事項） 

第三条 法第三条第四号の総務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 次条に定める方法により、特定電子メールの送信をしないように求める旨の通知

を、法第三条第三号に掲げる電子メールアドレスあてに行うことができる旨  

二 特定電子メールの送信者の電話番号（第一条第二号に掲げる通信方式を用いる特

定電子メールにあっては、当該特定電子メールの送信に用いたもの） 

 

※ なお、住所については、現行法では法定事項（法第３条第２号）となっている。
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「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」開催要綱 
 

１ 目的  

 受信者の同意を得ず一方的に送信される広告・宣伝目的の電子メール（い

わゆる迷惑メール）については、これまでも「特定電子メールの送信の適正

化等に関する法律」（平成 14 年法律第 26 号）の厳正な執行や迷惑メール対策

技術の積極的な導入などの対策の強化に努めているところだが、一方で、迷

惑メール送信者の送信手法が技術革新により巧妙化・悪質化し、新たな手法

が出現しており、また、最近は海外から送信される迷惑メールが増大してい

る。このため、現行の迷惑メール対策全般について検証を行うとともに、今

後の対策の方向性について幅広く検討を行うことを目的とする。 

 

２ 名称  

  本会は、「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」と称する。 

 

３ 検討事項  

(1) 法施行後の迷惑メールの状況の変化 

(2) 法制度の在り方、電気通信事業者の取組の在り方、利用者への周知啓発

等の対応方策の検討 

 

４ 構成及び運営  

(1) 本会は、総務省総合通信基盤局長の研究会として開催する。 

(2) 本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 本会には、座長及び座長代理を置く。 

(4) 座長は、研究会構成員の互選により定めることとし、座長代理は座長が

指名する。 

(5) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって本会を

招集し、主宰する。 

(6) 本会は、必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くこ

とができる。 

(7) その他、本会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 開催期間  

本会の開催期間は、平成 19 年 7 月から平成 20 年夏頃を目途とする。 

 

６ 庶務  

 本会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政課がこ

れを行うものとする。 

別紙３ 
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「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」構成員一覧  （敬称略、五十音順） 

座長 新 美  育 文 明治大学 法学部教授 

座長代理 松 本  恒 雄 一橋大学大学院 法学研究科教授 

 阿佐美 弘恭 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ コンテンツ＆カスタマ部長 

 五十嵐 善夫 ソフトバンクモバイル株式会社 業務執行役員（第９回会合まで参加）

 井 口  尚 志 独立行政法人国民生活センター研修部長（第７回会合まで参加） 

 石 田  幸 枝 社団法人全国消費生活相談員協会ＩＴ研究会 代表（第 6 回会合より参加） 

 井 上  惠 悟 社団法人日本ケーブルテレビ連盟 理事・事務局長 

 岡 村  久 道 弁護士 

 岸 原  孝 昌 モバイル・コンテンツ・フォーラム 事務局長 

 桑 子  博 行 社団法人テレコムサービス協会 サービス倫理委員会委員長 

 坂田 紳一郎 社団法人電気通信事業者協会 専務理事 

 佐 久 間  修 大阪大学大学院 高等司法研究科教授 

 沢 田 登 志 子 有限責任中間法人ＥＣネットワーク 理事（第６回会合より参加）

 島 野  公 志 ソフトバンクモバイル株式会社 プロダクト・サービス本部 品質保証統括部 ＰＳサポート部長（第１０回会合より参加）

 関  聡 司 楽天株式会社渉外室 室長（第６回会合より参加） 

 高 瀬  哲 哉 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 ブロードバンドＩＰ事業部長

 高 野 ひ ろ み  元全国消費者団体連絡会事務局（第６回会合より参加） 

 高 橋  徹 財団法人インターネット協会 副理事長 

 長 田  三 紀 東京都地域婦人団体連盟 事務局次長 

 野 口  尚 志 社団法人日本インターネットプロバイダー協会 理事 行政法律部会副部会長

別紙４ 
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 長谷部 恭男 東京大学大学院 法学政治学研究科教授 

 林  一 司 ニフティ株式会社 技術理事 ＩＴ統括本部長 

 別 所  直 哉 ヤフー株式会社最高コンプライアンス責任者兼法務部長 

 宮 内  良 治 独立行政法人国民生活センター 相談部長（第８回会合より参加）

 三 膳  孝 通 株式会社インターネットイニシアティブ 取締役 戦略企画部長 

  山 田  和 彦 社団法人日本広告業協会 法務委員長（第６回会合より参加） 

 吉 満  雅 文 ＫＤＤＩ株式会社コンシューマ技術統括本部 プラットフォーム開発本部長

(オブザーバ) 杉 山  幸 成 経済産業省商務情報政策局 消費経済対策課長（第１０回会合より参加）

 諏訪園 貞明 経済産業省商務情報政策局 消費経済対策課長（第６回会合より第９回会合まで参加）

 若 林  成 嘉 財団法人日本データ通信協会 迷惑メール相談センター所長 
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「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」審議経過 

 
 

会合 開催日 主な議題 

第１回 平成 19 年 7月 24 日 ・迷惑メール対策の現状と対応策の

検討の方向性について 

第２回 平成 19 年 8月 22 日 ・迷惑メールの現状と対策について 

・諸外国の迷惑メールに対する規制

について 

・法制度の在り方についての論点

（案） 

第３回 平成 19 年 9月 27 日 ・営業活動における電子メールの送

信について 

・法制度の在り方について 

第４回 平成 19 年 10 月 16 日 ・中間とりまとめ案について 

第５回 平成 19 年 12 月 20 日 ・中間とりまとめ案に対する意見募

集の結果について 

・中間とりまとめについて 

・特定電子メール法改正の具体的方

向性について 

・迷惑メールが日本経済に及ぼす影

響の調査 

・法制度の見直しに関する評価につ

いて 

・今後の進め方について 

第 6回 平成 20 年 3 月 25 日 ・特定電子メール法改正法案につい

て 

・迷惑メールが日本経済に及ぼす影

響の調査について 

・迷惑メールに対する技術的解決策

について 

別紙５ 
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・迷惑メール対策に関する国際連携

の在り方について 

・今後の進め方について 

第 7回 平成 20 年 4 月 23 日 ・オプトイン規制の運用について①

（ヒアリング） 

第 8回 平成 20 年 5 月 16 日 ・オプトイン規制の運用について②

（ヒアリング） 

第 9回 平成 20 年 6月 4日 ・オプトイン規制の運用について③

（ヒアリング） 

・最終とりまとめに向けた論点整理
について 

 
・省令で定める内容についての考え
方について 

第 10 回 平成 20 年 6 月 27 日 ・最終とりまとめ案について 

第 11 回 平成 20 年 8月（予定） ・最終とりまとめについて 
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